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（１０：００） 

議 長 ご起立願います。おはようございます。よろしくお願いしま

す。ご着席ください。 

  ただいまの出席議員は１４名です。定足数に達しておりますので、これか

ら本日の会議を開きます。 

議 長 日程第１、一般質問を行います。 

  本定例会での一般質問の通告者は８人であります。これから通告順に従っ

て質問を許可いたします。まず、山口隆議員。 

１ 番 山 口 おはようございます。議席番号１番山口隆です。通告文に

従って町長に質問をいたします。 

「川棚町まち・ひと・しごと創生総合戦略」について。少子高齢化に伴う

人口減少と、それに伴う地方の衰退に歯止めをかけるため、平成２６年１１

月に国で制定された、「まち・ひと・しごと創生法」を受け、本町でも平成

２７年１２月に「川棚町まち・ひと・しごと創生総合戦略」として、総合戦

略が制定されました。そしてその中で、平成３１年度までの５カ年間の施策

が策定されたところでございます。 

  本町では、「総合戦略」に沿って、平成２８年度から本格的に実施されて

おり、本年度５カ年の折り返しを迎えることになります。その間、婚活支援

事業、移住・定住促進事業、子ども医療費助成事業、学校給食費助成事業、

転入世帯へのゴミ袋支給事業をはじめ、子育て支援、移住・定住等の各種施

策に取り組まれているところでございます。 

  今後も少子化対策や交流人口の拡大等に取り組み、本町の活性化のために

も、官民一体となり「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に積極的に取り組

む必要があると思われる。以下の５点について尋ねます。 

現在までの取り組みについて、ＰＤＣＡサイクルによる検証は、どのよう

に行ったのか。 

２点目、平成２８年度の白石保育所跡地の分譲宅地については、成果があ

がっていると判断される。今後もこのような事業に取り組む考えはないか。 

３点目、安定した雇用の確保に向け、企業誘致のノウハウ取得のため「長

崎県産業振興財団」へ職員を派遣しているが、本格的な企業誘致の取り組み

はどのようにするのか。 
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４点目、本年度から川棚港埋立地の緑地工事が県営事業として実施される

が、交流人口の拡大に繋がるような整備を要望していく考えはないか。 

５点目、今後の「総合戦略」の取り組みで、最優先の課題はどのように考

えているか。以上でございます。 

議 長 町長。 

町    長 皆様、おはようございます。山口議員のご質問にお答えいた

します。ただいま議員からは、「川棚町まち・ひと・しごと創生総合戦略」

について５項目に渡ってご質問いただきましたので、それぞれ答弁をさせて

いただきます。 

  「川棚町まち・ひと・しごと創生総合戦略」は、まち・ひと・しごと創生

法第１０条に基づく市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略でありまして、

国や県のまち・ひと・しごと創生総合戦略を勘案して、平成２７年１２月に

策定をいたしたもので、平成２７年度から平成３１年度までの５カ年の計画

となっております。総合戦略に掲載されました各施策につきましては、総合

戦略の策定段階でも活用できる地方創生先行型交付金がありましたので、そ

の交付金を活用して、平成２７年度には４つの事業を実施をし、そして本格

的には、昨年度、平成２８年度から取り組みをしてきたものでございます。 

質問１のＰＤＣＡサイクルによる検証をどのように行ったかとのご質問で

ありますが、総合戦略の第２章、総合戦略策定の考え方の中で、施策の成

果、効果、設定目標、いわゆるＫＰＩの達成度により客観的に検証し、必要

に応じた改善やＫＰＩが達成できるよう、適宜総合戦略の見直しを行う、い

わゆるＰＤＣＡサイクルによる検証を行うよう、このように義務付けされて

おります。そこで平成２８年度は、平成２７年度に地方創生先行型交付金を

活用して実施した４つの事業の評価を行ったところであります。その評価の

手順といたしましては、事業担当部署で事業の進捗状況や設定目標の達成状

況などを記載した川棚町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価表を作成し、

地方創生本部会議において、評価表による書面審査を行い、その後、外部有

識者によって構成されております創生委員会及び議会の全員協議会において

評価にかかる意見収集を行うという流れで検証を行い、その結果を平成２９

年度の予算に反映をしたところであります。そして現在は平成２８年度事業

の検証中でありまして、５月中旬に地方創生本部会議を、６月上旬に創生委



- 6 - 

員会を開催し、評価を行っているところであり、今後議会の全員協議会で評

価をお願いすることにいたしております。 

続きまして②の白石保育所跡地の宅地分譲事業を高く評価をしていただ

き、今後も同様の事業を取り組む考えはないかとのご質問でありますが、こ

の事業は川棚町に若い世代の移住・定住を促進するため、白石保育所跡地を

６区画の宅地に造成し、格安で町外の若者世代に分譲したもので、好評のう

ちに分譲を完了し、すでに３世帯が転入を完了し、２区画が建築中、残り１

区画が間もなく建築着工の予定となっております。また、本事業の評価につ

きましては、平成２８年度事業のため現在評価中でありますが、創生本部会

議、創生委員会の評価においては大きな成果があったと、一定の評価をいた

だいているところであります。今回の取り組みにつきましては、本事業が白

石保育所跡地の利活用を検討していたこと、それから、総合戦略の施策とし

て、若者世代の移住・定住を模索していたこと、そして、地元住民の要望と

がうまくマッチングして実施できた事業であると、このように認識をいたし

ております。そこで、今回も同様の事業を取り組む考えはないかとのご質問

でありますが、現状では分譲できるほどの遊休町有地がないことから、今の

ところ取り組む考えはございません。 

続きまして③の、本格的な企業誘致の取り組みはどのようにするかとのご

質問にお答えをいたします。長崎県振興財団へ本年度から職員を１名派遣を

いたしましたが、その目的といたしましては、町の姿勢では企業誘致がなか

なか進まないことから、財団からセールスのノウハウを取得をすること、財

団は長崎県への企業誘致の窓口となっており、さまざまな企業誘致情報が収

集されていることから、その最新情報が得られるということ、派遣職員が大

都市圏でセールスの実務研修をすることで企業とのパイプを作ること、そし

て本町が企業誘致へ積極的に取り組んでいる姿勢を示し、これまで以上に県

や財団と連携して取り組むことで、本町の港湾埋立地に企業誘致を有利に進

めることを目的として派遣をしたところでございます。すでに派遣した職員

は財団職員と一緒になって九州管内や都市圏などの企業訪問を実施をし、川

棚港埋立地のセールスを進めているところでありまして、私といたしまして

は本格的に企業誘致に取りかかっているとの認識を持っているところでござ

います。そして今後具体的に進出希望の企業が出てきた場合には、町といた
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しましてもそれに対応していく体制を整える必要があると、このように考え

ております。 

次に⑤の、今後の総合戦略の取り組みで最優先課題はとのご質問でありま

すが、優先的に取り組む施策はというご質問と捉えて答弁をさせていただき

ます。総合戦略では人口減少の要因であります少子化や晩婚化、若者の町外

流出などを改善するための施策等をまとめたものでありますので、優先的に

取り組む施策としては、子育て支援を中心とした少子化対策や、若者の働く

場所の確保のための企業誘致とこのように考えており、これらの施策を最優

先で進めていき、人口減少への歯止めをかけたいと考えているところであり

ます。 

次に④の川棚港埋立地の緑地工事が県営工事として実施されているが、交

流人口の拡大につながるような整備を要望していく考えがないかについてで

ありますが、川棚港の百津地区の埋立地の県有地約１１ヘクタールにつきま

しては、そのうち５ヘクタールについて防災機能を持った緑地広場を県営事

業の港湾事業として平成２７年度に基本設計、平成２８年度に実施設計が行

なわれ、本年度着工の予定となっております。緑地整備内容は、多目的広場

２．９ヘクタール、緑地駐車場、アクセス道路を含め、全体で５ヘクタール

の計画となっております。これまで本町として長崎県当局へ要望活動を行

なったり、県の県北振興局の担当部署との協議を行うなど、機会があるごと

に早期着工、早期完成に向けての要望を実施していたところであります。議

員ご質問のとおり、交流人口の拡大は町といたしましても最重要課題と思っ

ておりますので、引き続き長崎県に対しまして要望していく考えであります

ので、ご理解をたまわりたいと存じます。以上、答弁とさせていただきま

す。 

議 長 山口議員。 

１ 番 山 口 １点目のですね、ＰＤＣＡサイクルによる検証ですが、これ

は昨年の１１月１８日の全員協議会でいわゆる個表と概要ですか、全体のい

わゆる表一覧をいただいて説明を受けたところでございますが、この検証の

結果ですね、いわゆる今年度は検証中ということなんですが、検証の結果で

すね、現在非常に総合戦略に関するですね、予算、交付金が減っている中で

ですね、現実に事業の縮小とか、そういったことをですね、考えた点がある
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のかどうかですね、この点をお尋ねしたい。 

議 長 町長。 

町    長 地域政策課長に答弁させます。 

議 長 地域政策課長。 

地域政策課長 平成２７年度の事業、４事業がございまして、この事業につ

きましては町長が述べたとおり、平成２８年度に評価を行ったということ

でございまして、この事業の中で交付金がないから事業が縮小したという

ような、そういう事業は平成２７年度の事業の中ではないということでご

ざいます。以上でございます。 

議 長 山口議員。 

１ 番 山 口 いわゆる、このＰＤＣＡサイクルというのはですね、計画を

立て実行をやって、そしてもう１回検証をやって、その検証の結果を更に事

業に反映していこうということでございますが、最終的に２７年度分だけが

現在はＰＤＣＡサイクルとして検証されいていると。その中にですね、この

一覧表の中に取り組み中とか未着手とか、そういう形で我々は報告を受けた

わけです。全協の中で。平成２７年度の未着手の部分についてはですね、平

成２８年度から現実に実施されてきたのかどうか、その点をお尋ねしたい。 

議 長 地域政策課長。 

地域政策課長 山口議員のご質問にお答えいたします。平成２８年度から本

格的に事業に着手したということで、町のスタンスとしましては財源の方

が、交付金がなかなかいただけないという状況から、予算確保ができたもの

から事業に着手するというふうな形で進めてきているところでございます。

ですので、今現在多くの事業が着手できているわけなんですが、まだ予算の

確保ができていない、あと、事業数はちょっと今把握ができていないとです

けれども、かなりの事業が平成２８年度着手ができているという状況でござ

います。以上でございます。 

議 長 山口議員。 

１ 番 山 口 次、２点目に行きますが、２点目でですね、白石保育所跡地

の分譲宅地については６世帯分ということで、現在ほぼこれが完全に分譲が

済んで、建築中その他進んでいるということで、本当非常にいい施策であっ

たというように判断をいたしております。ただ、これはおそらくですね、町
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の遊休地ということを考えればですね、なかなかないのか取り組みはできな

いという答弁でございますが、じゃあ遊休地がなければですね、空き家バン

ク制度ができたわけでございますが、例えばこの空き家バンク制度というの

は、現に単に登録だけをして情報提供をしますというのが空き家バンク制度

でございます。本町のですね。できればですね、この空き家バンク制度を活

用してですね、町外の方と賃貸契約ができた分ですね、無闇にするのではな

くて、仮に空き家バンク制度の中で町外の方がいわゆる賃貸契約を済ませ

る、その時点でですね、空き家に対するいわゆるリフォーム代等の補助がで

きないか。そういう点は検討したことがないのかお尋ねいたします。 

議 長 町長。 

町    長 はい、お答えします。今、空き家バンクを活用して、もし希

望者があれば家賃の補助をするとか、ということのご提言がありましたけ

れども、実は現在川棚町で空き家バンク制度を進めておりまして、登録し

ている件数が１件だけなんです。非常に残念ながら。空き家はたくさんあ

りますが、空き家を誰かに貸したいというご意向の方が１件だけしかない

わけですね。そういった状況では、今、議員がおっしゃるような制度の構

築が非常に難しいということがございます。そして、もう１つ考えられる

のが。以上でございます。 

議 長 山口議員。 

１ 番 山 口 空き家バンク制度ができたけども登録が１件のみと。なかな

か賃貸契約には進まないだろうということなんですが、その中でですね、

やっぱり可能かどうかは別個にしてですね、せっかく空き家バンク登録制度

をしたわけですから。その中にですね、町の方針としてですね、賃貸契約が

できたという条件付きなんですよ。無闇に登録制度を、登録をしたからせろ

ということではないんですけれども、賃貸契約ができた時点でですね、どう

しても貸し手と借り受け手との間にね、若干ここの辺がと言われた場合に、

じゃあリフォームしますから借りてくれないですかと、そういう話が出てき

た時に、じゃあリフォームしましょうかと言った時に、その一部でも補助を

しますよという制度ができればですね、バンクを登録して貸してみようかと

いう人も増える可能性があるのではないかと思いますが、その点については

どう考えておられますか。 
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議 長 町長。 

町    長 今のご提言についての議論は、実はこれまで何回もいたして

おります。そういったことも事業として取り組む必要があるという認識を

持っております。先程言いましたように、何せ１軒だけですので、今後、

今おっしゃったようなことも含めて検討してまいりたいと思います。 

議 長 山口議員。 

１ 番 山 口 企業誘致の件でございますが、本格的に取り組んでいるとい

う認識であるということなんですが、できればこれについてはですね、早急

に取り組む必要があるのではないかと。川棚町の人口動態調査ですね、こう

いうのを見ましてもですね、県外への転出者というのを見ればですね、ほと

んど高校を卒業して進学をすると。そして、そういう方がほとんどＵターン

ができないと。だからそれで川棚の年代別の人口というのを見ればですね、

２０代が一番少ないわけですね。ということは一番活性化がある年代なんで

すよ。そういった意味からでもですね、単に連携して取り組んでますよじゃ

なくてですね、本当に真剣に取り組んでいただきたいと思うんですけども、

町長どう考えておられるでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 先程も言いましたように、本当に真剣で取り組んでいると私

は自覚をいたしております。今ですね、企業誘致の状況を見ていますと、

先日も中村知事が突然関西関東地区に出張して、そして企業訪問などをさ

れております。そういった中で、県内のいわゆる工業団地が佐世保とか、

あるいは長崎とか川棚とかあちこちあるわけですが、これだけの広い用地

は他にないということで、非常に県とかあるいは県の産業振興財団も前向

きにとらえて誘致活動をしていってくれております。担当課長も随時県の

産業振興財団に出向いていろいろ協議を進めておりますので、積極的に今

後も取り組んでまいりたいと、そのように思っております。 

議 長 山口議員。 

１ 番 山 口 この件は後でちょっと一括してまたお願いしたいと思います

が、４番目のですね、川棚港埋立地の緑化工事で、いわゆる交流人口の拡大

につながるような整備を要望していくと、県にはいろんな形で要望していく

ということでございますが、これがですね、いわゆる創生総合戦略のです
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ね、この冊子の中の１８ページでございますが、その中にですね、効果が期

待される取り組みとしてですね、オリンピック、パラリンピック競技合宿誘

致事業というのが盛り込まれているわけです。２０２０年に開催される東京

オリンピック、パラリンピック競技に出場する国等の合宿を誘致し、話題を

創出し、本町の認知度アップを図りますと。これと絡めていけばですね、今

現在の県の計画での真砂土の舗装ではちょっとこういうふうなことの施策に

つながるのは非常に厳しいんじゃないかと。そういうことを考えればです

ね、人工芝、クラブハウス、それからナイター照明、こういったことを含め

てですね、総合的に、積極的に要望していくべきであろうと私は思っている

んですけども、町長どういうふうな考えでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 はい、お答えします。まず、総合戦略の１８ページに今議員

がおっしゃったようなオリンピック、パラリンピック競技合宿のための事

業ということで挙げておりますが、これについては実は大崎の自然公園交

流広場、ホッケー場を想定してこの事業に取り組もうということで総合戦

略に挙げて、そして現在取り組んでいるところでございます。したがっ

て、今の今年度から着工されようとしております交流広場については、ま

だそういったことを想定をいたしておりません。これはあくまでも県営事

業でありまして、県のいわゆる港湾事業として整備できる範囲が事前に決

まっておりますので、今、山口議員のご提案のようなことをするにしたと

した場合には、これは町ができるのかどうか、いわゆる県有地であります

ので、県有地の施設の中で町がそういった事業をすることができるかどう

か、いろんな問題が生じてまいりますので、考えていないわけではありま

せんけど、そういったことは今後研究をしていきたいと、このように考え

ております。 

議 長 山口議員。 

１ 番 山 口 確かに、県営事業というのは港湾事業ですから、港湾事業で

防災機能を持ったいわゆる緑地広場の整備という県の方針でありますから、

なかなかこれをいろんな形で付帯事業をしてくれというのは非常に厳しいと

思うんですけども、じゃあ厳しいからと言ってですね、そのままの形で通す

ということが果たしていいのかどうかと。できれば、せっかくのチャンスで
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ございますので、川棚町長はホッケー協会の会長も兼任されているんじゃな

いかと思います。そういったことを考えればですね、ホッケー協会とかそれ

以外の、例えば人工芝にした場合に使えそうな競技でいけばサッカー競技と

か、そういうような協会と連携を図りながらですね、要望をしていくという

手もあるんじゃないかと思いますが、そういう点はどのように考えておられ

ますでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 この多目的広場についての活用方法についてはですね、例え

ばサッカー協会の方からとか、全面人工芝にしてくれないかとかいう要望

はすでに受けております。そういったことで、今そういったものをどのよ

うにして取り組むことができるか、そういった視点に立って検討中でござ

います。以上です。 

議 長 山口議員。 

１ 番 山 口 この緑地工事の件だけでやりたくはないんですけども、いわ

ゆる今度の港湾の埋立地の人工芝ができればですね、川棚町に３面の人工芝

のグラウンドがあるようになるわけです。これは仮定の話でございますけど

も。おそらく町村レベルでですね、３面の人工芝を持った町というのはそう

ないと思う。だから非常にですね、３面の人工芝があるというのは川棚町の

特色がですね、全面的に出せるんじゃないかと、そういう気持ちもしている

ものですから。そして特に交流人口の拡大というのはですね、起爆剤になる

可能性があると、ちょっとそういうふうに考えているものですから、その点

を強く強くですね、要望していくような考えというのはないのかどうかです

ね。単に港湾事業ですから、要望はしますけども、県が言ったからお終いで

すよじゃなくてですね、この機会を捉えてですね、積極的ないわゆる要望活

動をしていただきたいという気持ちがあるんですけども、どうでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 この事業は、前にもちょっと経過を触れたんですが、実は計

画ができたのは相当古い時期でした。それで、やっと県の方で着工しよう

とした場合に、ちょうど政権が民主党に変わりまして、いわゆる港湾事業

での公園整備ができないということになりまして、そして一度この事業は

中断になったんです。私に代わりましてから、それぞれの国交省や先生方
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にお願いして、計画があって進行しているものを政権が変わったから中断

すると、できないということはおかしいのではないかと。直接当時の先生

方に申し上げて、そしてやっとそれじゃあ続けてやろうということになり

まして、その後自民党に政権が変わりましてから、今の事業が補助事業

で、県営事業ですが、県が国から補助金をもらってできるようになったわ

けです。そこまで一所懸命取り組んでまいりましたので、県としてもそれ

なりの川棚町の希望を叶えてやろうという気持ちで、今の事業がやっと構

築できたわけであります。したがいまして、今後のことにつきましてはこ

れまでの経過を踏まえて県にしっかりと要望していきたいと思っておりま

す。山口議員のおっしゃることは十分わかっております。県の中央部でも

ありますので、そしてＪＲも通っておりますから、子ども達がもしそこに

大きなグラウンドができたら集まってくるだろうと、そういう予測は十分

できておりますので、しっかりと取り組んでまいりたいと思います。以上

でございます。 

議 長 山口議員。 

１ 番 山 口 これはもう埋立地と別件の件なんですが、交流人口の件でで

すね、今オリンピックの誘致その他があるんじゃないかと、合宿のですね。

これを大崎の多目的広場ですかね、これを想定しての総合戦略であったとい

うことでございますが、これはどのような働きかけをされているのか。

ちょっと何かされている事例がございましたらお答えいただければと思って

いますが。 

議 長 町長。 

町    長 担当課長に答弁をさせます。 

議 長 地域政策課長。 

地域政策課長 オリンピック、パラリンピックの誘致に関する働きかけをど

のようにされているかというふうなご質問でございますが、やはりこうい

う取り組みにつきましては県を介して取り組むのが一番よろしいというふ

うなことから、県と一緒に取り組みを進めているところであります。今、

行動としましては、県の担当者と東京の方の大使館とかございますので、

そちらの方にお伺いして、そういう合宿誘致ができないか、そういうもの

を検討したり、今しているところでございます。以上でございます。 
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議 長 山口議員。 

１ 番 山 口 このオリンピックの合宿と言いましたらですね、ちょっと思

い出したのがですね、ご存じと思いますが、２００２年の日韓ワールドカッ

プの時の大分県の中津江村でございますが、カメルーンのチームが合宿した

わけですね、これも最後の最後まで来るか来ないか、非常に話題性が全国的

になりましてですね、結果的にカメルーンが合宿に来たわけです。中津江村

というのもご存じだと思いますが、日田市の山間部でございまして、考えよ

うによっては川棚よりも非常に不便で利便性の悪い町かなと、こう言ったら

失礼ですけども、そういう町でですね、やはり話題性のあるそういうふうな

合宿を誘致できたわけですから、できればそういうことを考えればですね、

川棚町というのははるかに中津江村よりは私は利便性その他があると思って

います。そういうことを考えればですね、いろんな形で努力をしていくべき

だと思うんですが、その点どうでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長  今、担当課長がまだそこまではという話をしましたけど、

ちょっと裏話をしてみますと、実はこの大崎自然公園交流広場の誘致先と

してはですね、実は私自身はインドを想定しております。５０年前にイン

ドからくじゃく５０羽もらったという関係から、くじゃく園が今日あるわ

けですので、インドというのは意外とグラウンドホッケーは強いらしいで

すね。だから、インド大使館に課長もすでに出向いてあいさつまではして

おりますので、そういったことが実現できればと、こういうような思いで

今取り組んでいるところであります。以上でございます。 

議 長 山口議員。 

１ 番 山 口 ５番目になりますが、取り組みの中でですね、やはり少子化

対策、それから若者の町外流出防止と言うんでしょうか、いわゆるそれを両

方とも取り組むべきであろうという答弁でございますが、若者町外流出とい

う点に関していけばですね、３番目のやっぱり安定した雇用が働き先がある

というのが第１条件だろうと。やはり、高校卒業していわゆる県外へ出て

いった、転出した子ども達が帰りたいという思いをしながらですね、帰れな

いと。それは結果的に若い人達がＵターンができない。そして、そういうふ

うな一番活力がある年代層の人口減につながっているのかという気がするわ
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けですよね。そういったことを考えればですね、町としてもなんとか企業誘

致はやっていただきたいと言うと同時にですね、じゃあ若者を町内に戻すよ

うなですね、施策というのが、やっぱりやっていく必要があるんじゃないか

と。例えば近辺の企業ともですね、あんまりやれば困るところも出てくるん

ですけども、連携しながらですね、川棚町がいわゆる通勤圏内ですよと、そ

んなことを呼びながらですね、川棚の子も就職できるような、そういうふう

な取り組みというのが必要だろうと思いますが、そういった点はどのように

考えておられるかお尋ねしたい。 

議 長 町長。 

町    長 議員のご質問された地元企業と一緒になってというのはどう

いう意味なのか、もう１度お願いします。 

議 長 山口議員。 

１ 番 山 口 地元企業というのがですね、いわゆる川棚町ではですね、お

そらく現在の高校を卒業する子ども達の受け入れ先というのは町内ではまず

無理だろうと。そうすれば、地元というのは長崎県内の、特に川棚から通勤

できるいわゆる佐世保とか大村、そういった企業にもですね、お願いする

と。お願いすると言うよりも、そういったところもあるんですよということ

を、川棚のですね、子ども達にいろんな形でアピールしていく必要があるの

ではないかと。別に福岡その他にじゃなくて、東京でもなくてですね、やっ

ぱりそういった場所でも十分な、いわゆる雇用の場があるんですよというこ

とを子ども達に、いわゆるキャリア教育としていろんな形でですね、そう

いったことも若い世代の時から情報提供ができないのかということでござい

ます。 

議 長 町長。 

町    長  お答えします。山口議員のようにちょっと頭が回りません

で、答弁になるかどうかなんですが、今、町として企業誘致に取り組んで

いるのは幸いにして港湾の埋立地という土地がありますので、そこに誘致

をしようという姿勢で取り組んでおります。この企業誘致合戦は、佐世保

市もあるいは他の町も、あるいは波佐見町でもですね、わが町にぜひ来て

くれという、そういった姿勢で取り組んでおります。企業側としてです

ね、進出してくるためのいろんな要件というのがありまして、そこには人
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材が豊富であるかどうか、これは今一番重要なポイントだそうでございま

す。特に、人材確保が難しいので、今川棚町内の企業はベトナムとかミャ

ンマーから外人、労働者を雇い入れております。そういった状況でありま

す。今、各学校に、いわゆる地元に働くようにというような話もありまし

たけれども、川棚高校はほとんど１００％進学をいたします。子ども達

は。だから、この圏域ではですね、大村工業、佐世保工業、あるいは有田

工業、そういった工業高校が周辺に、通勤圏内にあるということで、川棚

町は意外と企業誘致の候補地としては評価が高いというような状況でござ

います。そういった中で、先程の質問に対してはちょっと、どう町として

取り組むべきか、今のところ浮かんでまいりません。以上でございます。 

議 長 山口議員。 

１ 番 山 口 非常にこの企業誘致とかですね、若者をとどめておくという

のは大変な努力を要してですね、なかなかこれを簡単にできるものではない

というのは私も十分わかっております。そういった中でですね、今後の町づ

くりの中で、町長が言われた優先的に取り組みたいという課題がですね、少

子化対策とか若者町外流出防止、こういったことを特に考えていると、それ

以外にもあるじゃないかと思いますが、こういったことに対してですね、い

わゆる今後具体的に何かこういうことを新たにしていきたいですよという考

えがあればですね、それをお答えいただければと思います。 

議 長 町長。 

町    長 お答えします。新たに何か取り組むようなことはないかとい

うことでありますけども、基本的には「川棚町まち・ひと・しごと創生総

合戦略」を策定しておりますので、この中から何を優先的に取り組むか、

そういった中で財源の確保をどうするか、こういったことを考えながら進

めていきたいと思っております。以上でございます。 

議 長 山口議員。 

１ 番 山 口 以上で終わります。 

（１０：４４） 

議    長 ここで休憩をいたします。 

（１０：４４） 

（…休  憩…） 
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（１０：５５） 

議    長 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

議    長 次に、堀池浩議員。 

７ 番 堀 池 議席番号７番堀池浩です。通告に沿って２項目について質問

します。 

まず初めに、移住・定住促進のための発信力強化対策についてです。  

移住・定住促進事業として、平成２８年度は、旧白石保育所跡地の分譲です

べて完売。６世帯の移住とすばらしい成果となったが、今後の移住・定住促

進のための具体策が見えていません。 

昨年１０月に企画財政課では、長崎県川棚町移住・定住ガイドブック

「のーんびり暮らそ！かわたなで」が作成されました。中身は移住を考えて

おられる方へ、観光・特産品・交通・子育て支援など多方面からのアピール

ポイントをコンパクトに、川棚の良さを冊子にまとめ、すばらしい内容に

なっている。その冊子は東京有楽町のふるさと回帰支援センター、県移住サ

ポートセンターや本町のくじゃく荘に置いてあり、また東京川棚会で配布さ

れていると聞いている。 

あとは、本町からの発信力が課題となる。また、先日６月１５日の長崎新

聞の投稿欄に、本県の川棚の魅力は海に臨み展望がよく、くじゃく園や温泉

施設、湾内に海水浴場もあり、特に夏場は素晴らしいところだと思う。もっ

と県内外にその魅力を発信すべきではないかと、南島原市の方が投稿されて

おりました。一番の発信力となるのが、現在本町に住んでおられる町民であ

り、その町民一人ひとりが川棚町の良さを実感し、家族や友人に発信してい

くことが必要と考える。そこで、本町のいいところ、暮らしやすさや通勤の

便利さ・本年の子育て支援の取組・年間イベント等を、どこにでも貼ってお

けるようＡ３版１枚にまとめ、毎年、全世帯に配布して発信力を高めるよう

にしてはどうか尋ねる。 

次に、小・中学校のトイレ洋式化について。昨年１２月の議会において、

トイレ洋式化について質問したが、「設計など準備はできているが、全国公

立学校の耐震化工事が優先され、洋式化の補助交付がないため予定が立たな

い。」との答弁であった。しかし、洋式化率が川棚中学校は７７．３％と高

い中、各小学校は石木小学校が２９．２％、川棚小学校が２３．２％、小串
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小学校は１６．２％とあまりにも低い数字となっている。また、災害時には

小・中学校の体育館は指定避難場所に、グラウンドは指定緊急避難場所にな

るため、高齢の避難者にとってはトイレ使用の問題が起きてくる可能性があ

る。そこで、川棚町として毎年各小学校で計画的に更新できないか尋ねる。

以上、壇上での質問とします。 

議 長 町長。 

町    長 堀池議員のご質問にお答えします。まず、移住・定住促進の

ための発信力強化対策についての質問にお答えします。議員からのご質問

にありました、川棚町への移住・定住ガイドブック「のーんびり暮らそ！

かわたなで」、この冊子でありますが、平成２８年１０月に長崎県市町村

振興協会の補助を受けて策定をしたもので、移住を検討されている方に向

けて、きめ細やかな情報発信を図ることにより、本町への移住を促進する

ことを目的として観光、特産品、交通、子育て支援など、本町のアピール

ポイントをわかりやすく取りまとめた冊子であります。この冊子は、移住

を検討する方々が多く訪れる、先程議員からもありました、有楽町のふる

さと回帰支援センターや、長崎県庁の長崎移住サポートセンターなどに配

布をしてＰＲに寄与しているほか、合同移住相談会というのがあります

が、その時に持って行きまして、相談の際に活用をしているところであり

ます。この他、同じ補助事業を活用して、移住・定住専用ホームページも

併せて作成し、情報発信に努めているところであります。このように、情

報発信としての素材に関しましては充実を図り、取り組んでいるところで

ありますが、今後は議員ご指摘にあるとおり、その発信力が課題だという

ことについては私もそのように考えておりますので、こういった素材をい

かに実際ご覧いただくかが重要だと認識をいたしております。今回議員か

ら一番の発信力となるのは、現在本町に住んでおられる町民の皆様であ

り、その町民の皆様方が川棚町の良さを実感し、家族や友人に発信してい

ただくことが必要と考えるとご提言をいただきましたが、私も全く常々そ

のように思っているところであります。特に、いったん就職、進学等によ

り本町を離れた方々に対して、ふるさとへの回帰を促すうえで、家族・友

人・知人・親戚の方など、いわゆる身内の方々が本町のいいところや子育

て支援を始めとするいろんな施策について改めて認識をしていただき、折
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に触れて話していただくことは、町外へ転出された方々を再び川棚町に呼

び戻すうえで効果が期待できるものと、このように思っております。その

ようなことから議員からご提言をいただきました、本町のいいところを１

枚にまとめたチラシを作成し、全世帯に配布をしてはどうかということに

つきましては、今、議員のご意見を参考にさせていただき、ぜひ今後取り

組んでいきたいと、このように考えているところであります。 

次に、小中学校のトイレの洋式化についてのご質問にお答えいたします。

議員ご質問の学校施設でのトイレの洋式化は、震災時の避難所として良好な

環境確保の必要性から私に質問されたものと、このように理解しております

が、確かに熊本地震では多くの学校施設が身近で重要な避難場所として大勢

の地域の方々に活用された一方で、トイレや電気の確保など、さまざまな不

具合、あるいは不便が発生したと、このように報道をされております。その

後、国の有識者会議からの熊本地震の被害を踏まえた学校施設の整備につい

ての緊急提言がなされておりまして、その緊急提言では防災部局が中心と

なって教育委員会と連携し、学校施設ごとに避難所として求められる役割、

備えるべき機能等を明確化すると共に、優先順位をつけて整備するように

と、学校設置者に町長の方から求めなさいと、こういった提言がまとめられ

ております。そこで本町でもすべての学校体育館を災害時の避難所として指

定しておりますので、まずは国の有識者会議の緊急提言に示されているよう

に、避難所として求められる役割、備えるべき機能を明確化することから始

め、そしてその中で体育館のトイレの洋式化については検討していきたいと

このように考えております。なお、各校舎のトイレにつきましては、教育長

にお尋ねでございますが、これにつきましては議員もご承知のとおり、今、

学校の補助事業が耐震化工事が優先されておりまして、本町の洋式化のため

の補助事業には財源が回ってきませんので、計画はしておりますが、そう

いった補助金が枠が確保できてから取り組むことにしておりますので、ご理

解をたまわりたいと思います。したがいまして、これまでの教育長の答弁は

ありませんのでよろしくお願いします。 

議 長 堀池議員。 

７ 番 堀 池 このチラシの作成の件なんですけども、これは取り組んでい

きたいという話があったんですけども、もしできましたならば早急にと言
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いますか、早めにでも出していただければと思います。１枚のチラシとい

うのが、私が思ったのは、せっかくの冊子も、あるいはホームページも川

棚町に興味を示さない人には全く見えていないと。だから、川棚町にどう

興味を持ってもらうか、というための町民の発信力を早く高めていただき

たいなと思います。特にこのガイドブック、これは冊子になっています。

あと町の実績というのが、広報かわたなに載ってくるんですけども、その

事業内容とかそういうのは読んでも結局なおしてしまうというのが多いん

じゃないかなと。提案しました、どこにでも貼れるというのは、うちの方

ではよくこれを出してもらっているんですけど、こういうゴミの仕分けと

か、こういうのは片面一面で貼れるようになっています。貼るとよく目に

つくということで、どこにでも張れるような、そういうのでぜひ企画、ま

た発行までお願いしたい。また、費用の方もだいたい全世帯５，５００世

帯ぐらいですか、９万から１０万という予算、１回作るとあとは７万以下

ぐらいでいけるかと思うんですけど、それをお願いしたいと思います。こ

のチラシ作成については、だいたい町長としてはどの辺でまず第１回の発

行を考えておられるか、あるいは取り組みされようとしているのかお伺い

したいと思います。 

議 長 町長。 

町    長 お答えします。先程堀池議員の話の中で、ご質問の中で、６

月１５日に南島原市の方が投稿された記事を私も読みました。あれは６月

の１１日にですね、山口県の川棚町と本町との、いわゆる川棚はさみっと

というのを海水浴場で開催をしまして、南島原から友達を誘って川棚に

行ってみようということで、お友達と約束をされて見える予定だったんで

すけど、そのお友達は山口県の川棚町に行ってしまわれたと。そして南島

原市の方がいつまでたっても来らっさんねと携帯をいれたらそういうこと

だったと。私もその記事を見て非常にＰＲ不足だなと、深く反省をしたと

ころであります。そういったことから今、議員から、まずは家族の方に川

棚町の良さを知ってもらって、そして親戚や友人に発信をしてもらおうと

いう、そういった発想の中で常に家庭の壁に貼ってもらって、いつでも発

信をできるような状況にするために１枚のいわゆるチラシにしたらどうか

というご提言でありますので、きっと効果はあるだろうと思います。した
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がって、早急に取り組みたいと思いますが、何せまだ予算がありませんの

で、まずは予算を確保することからしていきたいと思いますのでよろしく

お願いします。そして、もしいろんなご意見等ありましたら作成の段階で

担当の方にもご提言をたまわりますようによろしくお願いします。以上で

ございます。 

議 長 堀池議員。 

７ 番 堀 池 続いてトイレの洋式化ですけども、先程言われましたように

体育館を避難所として指定と。グラウンドも緊急避難場所として指定され

ています。私が特に３つの小学校で洋式化率が高い２９．２％の石木小学

校、それと一番低い１６．２％の小串小学校の方に行きまして、確認をさ

せていただきました。３小学校の中で洋式化率が高い石木小学校、ここは

体育館も屋外も洋式化は０。まして、私の感想なんですけど、屋外トイレ

はかなり老朽化して、ちょっと使用できるのかなという疑問がわきまし

た。小串小学校は体育館、屋外どころか、校舎の３階のトイレは洋式化全

くありません。また多目的トイレ、これも小串小学校にはないという状態

であった。これでは避難される方々もですけども、生徒としても非常にか

わそうだなという思いがありました。個々の役割とか機能、明確化せよと

いうことが来てるということであったんですけども、この洋式化率という

数字だけではなくて、早急に設備などの実態を再度調査していただければ

と思いますがいかがでしょうか。 

議 長 教育長。 

教 育 長 今のご質問にお答えしたいと思いますけど、トイレの洋式

化、そういった便器の数とか、そういったことはもう把握しておりまし

て、計画、設計の方もできております。校舎の方につきましては予算が付

き次第ということで考えておりますけど、体育館のトイレにつきまして

も、堀池議員の言われたとおり、数も少ないんですよね。避難場所として

たくさんの方が避難されてきた場合、パンク状態になってしまうんじゃな

いかなと考えております。そうした場合どうするかということも、今後、

考えていかなくてはいけないと思いますけど、簡易トイレを設置するにし

ても、他所の地域でも災害が同じように起きて、川棚町だけでなくて起き

るでしょうからですね、簡易トイレの確保についてもどうするかとかいう



- 22 - 

こと、そういったことについても今後、検討していきたいと考えておりま

す。 

議 長 堀池議員。 

７ 番 堀 池 今、予算がつき次第と言われましたけども、その予算として

も補助事業で耐震化が行なわれて補助の方も回ってこないということなん

ですけども、だいたい１基が、１つ洋式化するのに１基が４０万から５０

万で、これが４基替えることで２００万ぐらいになるんですね。 

予算の方はどうなのかといったら、もちろん補助が来ないかもしれませ

んけど、先日の６月の広報でありましたように、ふるさと応援寄附金、こ

れががんばっていただいて１，１００万台になってきたと。教育の方で寄

附があるのが２３０万ぐらいありますと、あと、町長おまかせの５７０ぐ

らいもありますという形で書いてありました。教育の方は奨学金とかそう

いうものに充当しますとありましたけど、こういうのを活用し、またそれ

に町の予算を少し入れて、せめて１つの小学校で３基ずつでも更新してい

くと４、５年で何とか６０％近くいくかなという思いがするんですけども

いかがでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 お答えします。まず、学校施設でありますので、これはいわ

ゆる義務教育の小学校でありますので、基本的には国が一番その責任を

持って、施設整備についても対応するということから補助事業が実施をさ

れております。補助事業があるのに町が単独で事業を起こすということは

私はしたくないとこう思っております。そのような財源が潤沢にあるわけ

ではありませんので、やっぱり補助事業を活用したいというのが私の思い

でございます。そういった中でぜひ補助を獲得することができれば、早急

に実施をしたいと考えております。 

それから、ふるさと応援寄附金、確かに２８年度はやっと１，０００万台

を超えましたので、これについても応援をしていただく人をできるだけ増や

そうという努力をいたしております。これはまたこれとしての使い道を今後

検討していく必要がありますけども、当面は学校トイレについては補助事業

を活用するということで、ぜひご理解いただきたいと思います。 

それから、体育館については本当にお粗末なんですね。これは学校現場か
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らはなかなか体育館についての必要性はあまり感じないんですね。というの

は、子ども達は各校舎のトイレを使いますので、体育館を使うということは

ほとんどありません。体育館を使うのは社会体育で使いますので、一般町民

の皆様方であります。したがいまして、たぶん汚いなという思いで使われて

いるのではないかと思いますので、さっき言いましたように、これは学校施

設としての補助事業がありませんので、これはいずれにしても単独でしなけ

ればいけませんので、町の方でいわゆる災害対応という形で議員がおっしゃ

るように早急に進めていきたいと、このように思っております。以上でござ

います。 

議 長 堀池議員。 

７ 番 堀 池 今、町長の方から校舎の方は補助事業で、何とか補助を獲得

したいという話がありました。体育館の方は町単でやっていくと。特に今

言われたように、本当に私も現地を見た時にはびっくりしました。体育館

のトイレなんかもベニヤでできているんじゃないかと思うぐらい、本当に

暗く、使用もしたくないような状態でありました。また、屋外トイレの方

も同じような状況でありました。何とかこの屋外と体育館に関しては早急

に、特に災害というのはいつ来るかわかりませんので手を打っていただき

たいなと。 

もう１つ、先程校舎の方は補助事業ということだったんですけども、や

はり前回質問してから半年しか経っていないんですけども、まだその補助

事業の獲得というのは目途、あるいはこういう方法があるというのは見え

てないのかどうか、教育長にお伺いします。 

議 長 教育長。 

教 育 長 まだ半年ということでですね、そういった情報が入っており

ません。また改修についての、いつ回ってくるかという情報もですね、こ

ちらの方では聞いていない状況です。そういった状況があったらすぐ手を

挙げてですね、改修に取り組めるように努力してまいりたいと思っており

ます。 

議 長 堀池議員。 

７ 番 堀 池 今、確保の道がまだ見えていないと言われたんですけど、こ

れはおそらく努力はされていると思うんですけども、県の教育の方との問
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い合わせとか、その辺の協議とかいうのは進んでいるんでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 堀池議員からはこの質問は町長に対して質問されております

ので、教育長は答弁する必要はないんですが、私がわからない部分があり

ますので教育長に答弁させます。以上です。 

議 長 教育長。 

教 育 長 県の方には要望書を上げているということですけど、まだそ

ういった返答が、返答というか財源確保の答えが返って来ておりません。

以上です。 

議 長 堀池議員。 

７ 番 堀 池 県の方には要望書を出しているけど、回答が返って来ていな

いということなんですけども、２月の県議会の方でもこの洋式化率は進め

るということでの回答があっています。また、要望書を出されている中で

すけども、もう１度県の方にも要望の方をお伝えいただいて、校舎の方も

少しでも早く改修の方をお願いしたいと思います。以上、質問を終わりま

す。 

（１１：２２） 

議    長 次に、久保田和惠議員。 

４ 番 久 保 田 ４番、久保田和惠です。通告文に従って質問を行います。 

第１に、九州電力玄海原子力発電所再稼働について町長の考えを尋ねま

す。２０１１年３月に東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所事

故が発生しました。東京電力福島第一原子力発電所のメルトダウンを伴う事

象によって、大量の放射線物質が広範囲に放出され、立地自治体だけではな

く、８万人を超える多くの住民が避難を余儀なくされました。事故から６年

以上経過しているにも関わらず、除染と放射性物質処理、原子炉の事故処理

や汚染水の処理、廃炉に向けての問題も解決していません。にも関わらず、

原子力規制委員会は、九州電力玄海原子力発電所の３・４号機について、新

規制基準に適合すると認め、平成２９年１月１８日原子炉設置変更許可を行

いました。３月には長崎県は九州電力玄海原子力発電所３・４号機に関する

住民説明会を行いましたが、運転免許証、学生証、本人の住所・氏名が確認

できるものなど、本人が確認できなければ入場できないとの条件付きの中で
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行われました。出席した住民からは安全性や避難方法に不安、疑問の声が多

く上がり、再稼働に反対の声も多く寄せられました。原発より３０ｋｍ圏内

の市町は、再稼働反対の意見書を提出されました。松浦市から５千人の避難

者を受け入れることになっている自治体として、再稼働反対の意思を表明す

べきと考えます。そこで、次の点について町長の考えを尋ねます。 

１つ目、福島原発事故の原因の究明が明らかになり収束するまでは、再稼

働すべきでないと考えますが、町長の考えを尋ねます。 

２つ目、米国では避難計画がきちんと機能するかどうかも稼働の条件とさ

れています。避難計画が自治体任せになっていることについてどう考えます

か。 

３つ目、福島原発事故の地震想定が甘かったという反省に立てば、さらな

る規模を想定すべきと考えますが、町長の考えを尋ねます。 

４つ目、原発施設に対するテロによる意図的な航空機衝突による火災や、

北朝鮮によるミサイル発射をどう防ぐか、検証や対策が万全と考えますか。 

５つ目、風向きによっては本町の住民の避難も考えなければなりません。

川棚町は５０ｋｍ圏内であり、避難された方を県の指示に従って受け入れれ

ばよいという考えに固執していないか。新規制基準に適合すれば安全だとす

る新しい神話を信じていないか。人類と原発は共存できません。住民の安

心、安全が確保できない限り、再稼働すべきではないと意思を表明する考え

はありませんか。 

第２に、教育長にお尋ねします。第２に、就学援助制度の改善について尋

ねます。義務教育段階の就学援助は、学校教育法第１９条において「経済的

理由によって、就学困難と認められる学齢児童又は学齢生徒の保護者に対し

ては、市町村は、必要な援助を与えなければならない。」と規定されていま

す。就学援助は、生活保護法第６条第２項に規定する「要保護者」と、市町

村が要保護者に準ずる程度に困窮していると規定し、市町村教育委員会が認

めた「準要保護者」を対象にしています。 

子どもの貧困が広がる中で、文部科学省は「新入学児童生徒学用品等」に

ついて、国の補助単価を約２倍に引き上げと、支給時期については中学校は

入学前でも可能であることを明示し、小学校については交付要綱を改正し、

入学前の支給を可能にしました。そこで、次の点について教育長のお考えを
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尋ねます。 

１つ、希望に胸躍る新入学の春。しかし、子どもの６人に１人が貧困状態

にあると言われている中で、制服や通学かばん、通学シューズや体操服、体

育館シューズなど揃えるのに出費はかさみ、親にとっては悩ましい春と言え

るでしょう。経済的理由で就学困難な児童生徒を対象に利用する就学援助制

度の入学準備金を、５・６月支給から入学前に支給する自治体が急増してい

ます。現在６月に支給されている入学準備金を、必要な時期に支給する考え

はありませんか尋ねます。 

２つ目、これまでは中学校入学前の者は「学齢児童」に該当するため補助

対象としていましたが、今回、小学校入学前の子どもも可能だとする通知を

都道府県教育委員会に出しています。取り組む考えはありませんか。 

３つ目、国の基準では、クラブ活動費、生徒会費、ＰＴＡ会費が盛り込ま

れていますが、本町は未だ認められていません。拡大する考えはありません

か。 

第３に、奨学金について尋ねます。奨学金を受ける場合の内容に、品行方

正、学業優秀、身体の強健な者とあります。品行方正、身体の強健な者を削

除する考えはないかお尋ねします。以上です。 

議 長 町長。 

町    長 久保田議員の最初の質問の、九州電力玄海原発再稼働につい

てお答えいたします。九州電力玄海原発再稼働に関連いたしまして、玄海

原発３０ｋｍ圏内８市町のうち、再稼働に反対しているのは、今年１月時

点では佐賀県の伊万里市と長崎県壱岐市の２市でありましたが、現在では

長崎県松浦市と平戸市が加わり、４市が反対の意向を示しているようであ

ります。そこで①の玄海原発を再稼働すべきでないと考えるが、町長の考

えはとの質問でありますが、原発の所在する玄海町では、再稼働の前提と

なる地元住民の同意が得られたとして、また、佐賀県議会においても容認

決議で住民理解が得られたと判断し、再稼働への同意を表明したとされて

おります。再稼働の同意については、原発が立地する自治体と県とがどう

判断するかが基本であると考えておりますので、川棚町長としての意思表

示をする考えはありません。 

  ②の避難計画が自治体任せになっていることをどう考えるかについてであ
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りますが、この避難計画につきましては、原子力災害対策特別措置法第２８

条第１項の規定により、読み替えて適用する災害対策法の第４０条及び第４

２条の規定によって都道府県及び市町村には、防災基本計画及び原子力災害

対策指針に基づいて地域防災計画を作成することが求められており、長崎県

では長崎県地域防災計画原子力災害対策編が策定され、川棚町でも県の計画

に基づいて原子力災害避難受入計画を策定しているところであります。この

ようなことから、避難計画は法律に基づいて策定することとされており、計

画の内容は地域の地理的条件や社会的条件により大きく左右されることか

ら、法律に示すとおり自治体が策定すべきであると、このように判断をいた

しております。 

  ③の福島原発事故の地震想定が甘かったという反省に立てば、さらなる規

制を想定すべきと考えるが町長の考えはとの質問でありますが、福島第一原

発事故の教訓を踏まえた新規制基準の策定や、再稼働申請の許可に関する権

限は原子力規制委員会に委ねられており、原発は国のエネルギー政策である

ため、町長としてのその考えを示す立場にないと、このように存じます。 

④の原発施設へのテロによる意図的な航空機衝突による火災や、北朝鮮に

よるミサイル発射をどう防ぐか、検証や対策が万全と考えるかについてであ

りますが、本町においては川棚町国民保護計画を策定し、緊急事態に対応す

るための町の責務について定めておりますが、武力攻撃や北朝鮮対策につい

ては国防政策であり、国の責務であるとこのように認識をいたしておりま

す。従いまして、ただいまのご質問に対して考えを示す立場にはないとこの

ように存じます。 

⑤の風向きによっては本町の住民の避難も考えなくてはならない。人類は

原発と共存できない。住民の安心、安全が確認できない限り、再稼働すべき

でないとの意思を表明する考えについてですが、この件につきましては、風

向きによる住民の避難については原子力災害対策指針を示している国や県、

関係市町、防災関係機関と連携して対処していく必要があると考えておりま

す。しかし、再稼働に同意するとか反対するとかの、いわゆる同意権につい

ては先程も言いましたように、原発が立地する市町村とその県にしかないと

このように認識をしておりますので、再稼働の可否についてはその意思表示

をする考えはありません。以上、答弁とさせていただきます。 
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議 長 教育長。 

教 育 長 久保田議員の２つ目のご質問、就学援助の改善についてお答

えいたします。１番と２番につきましては関連ありますので、併わせて回答

いたします。 

小、中学校の入学にあたっての費用、ランドセルやかばん、制服等、か

なりの費用になり、経済的に困っている家庭では大きな負担であり、入学

前に準備金を受給できれば大いに助かると私も認識しております。現在本

町準要保護の認定の流れは、１月に各学校にお知らせをし、各家庭に周知

し、申請書を提出してもらいます。２月に申請を締め切り、３月の教育委

員会で審査及び決定をし、４月に認定通知書を発行、発送ですね、そして

６月に支給を行う流れになっております。 

ご質問の新入学準備金については、小学校では２月の入学説明会で就学

援助の制度の周知を行い、４月に在籍確認をした後の入学式以降に申請受

付、審査、認定する流れとなっております。支給については、今年度は５

月に県から特別支援教育就学奨励費の補助基準が示されたことから、例年

より若干早くなりましたが、補助基準の提示を待って金額を決定してお

り、認定から時間がかかることにはなっております。決定次第速やかに支

出しております。 

入学準備金の新入学者の支給については、平成２９年の３月に文科省か

ら通知のあった平成２９年度要保護児童生徒援助費補助金についてで、小

学校入学前の就学予定者への新入学児童生徒学用品費補助金の支出につい

て明記されたところです。この通知では、今までは小学校入学者のものは

学齢児童に達していないことから補助の対象となっていないため、入学前

に要保護児童生徒援助費では支出ができなかった新入学児童生徒学用品費

を、市町村においても援助の必要な保護者に対して必要な時期に補助の実

施ができるよう対応をお願いされたものです。現在入学前に学用品費を支

給している県下自治体は長崎市、五島市で行われているようです。全国に

おいては６０の自治体で行われていると聞いております。今後、この要保

護の補助制度が改正になり、また、国からの通知があったことから、入学

前に学用品費を支出する市町も増加することが考えられます。本町でも入

学前に支給できるよう前向きに取り組んでいきたいと考えてはいますが、
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次の３つの課題を解決して取り組んでいきたいと思います。 

１つ目、これまでは支給対象世帯かどうかを入学前年の世帯所得で判断

していたが、前の前の年、前々年の所得を基に対象世帯を判断できるか、

それを検討したいと思います。 

２つ目、事務手続きを１１月ぐらいから前倒しすることができるか。こ

ちらの事務方の事務手続きの問題ですので、これについてはかんばって取

り組んで行けるのではないかと考えております。 

３つ目、新入学児童生徒学用品費を受給した後に、他市町へ転出した

ケースもあり、それにどう対応するか。これについては受給を受けた世帯

がですね、他市町に転出したというケースが報告を受けておりますので、

そういったケースも無きにしもありませんので、それについてどう対応す

るか考えていきたいと思っております。 

これら３つの課題に対して今後検討し、他市町の状況を見ながら、本町

でも入学前に新入学児童生徒の学用品費が支給できるように前向きに取り

組んでいきたいと考えています。 

３つ目のご質問にお答えいたします。要保護の支出項目の中にはクラブ

活動費、生徒会費、ＰＴＡ会費が加えられています。しかし、準要保護に

ついては、市町村の独自の基準に委ねるとのことになっています。現在本

町では準要保護に対し学用品費、新入学学用品費、給食費、修学旅行費、

校外活動費、医療費を支給しています。議員のご質問の準要保護にもクラ

ブ活動費、生徒会費、ＰＴＡ会費を加えられないかとのご質問について

は、仮に援助することで要保護の補助基準を用いて算定した場合、準要保

護の対象者は現在川棚町で１５４名おります。この１５４名を計算してみ

ますと、約３００万円ほどの支出が余分にかかってくるということになっ

ております。本町の厳しい財政状況を考えると難しいと思います。まずは

現行の支給水準を維持することが重要かと考えますので、これらの項目を

追加して支給する支給内容を拡大するという考えは、今のところありませ

ん。 

続いて３番目のご質問、奨学金についてお答えいたします。本町の奨学

金は教育基本法第４条第３項の国及び地方公共団体は能力があるにも関わ

らず、経済的な理由によって就学が困難なものに対して奨学の措置を講じ
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なければならないとの規定に基づいて、金銭の貸与を行っている制度であ

ります。議員ご指摘の表現は、昭和３９年に制定されたものであり、ご質

問にある品行方正、身体強健については、今の時代には沿わない表現でも

あるように感じております。今後、表現を改めたいと考えていますが、奨

学金制度はあくまでも能力がありながら、経済的な理由により学費を納め

ることができない、進学することができないといった生徒、学生に対する

制度ですので、その制度の主旨を逸脱しない範囲での表現を検討したいと

考えています。そして、この項目の表現で能力のあるものが申請をためら

うことがないような表現に改めていきたいと考えております。以上、私の

答弁とさせていただきます。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 では、順を追って再質問していきます。私は、１点目の質問

は町長としての意思表示をする考えはないというふうに回答されましたけ

ども、私は単純に町長は今、福島第一原発事故が原因の究明が明らかに

なっているか、それと収束していると考えていらっしゃるのか。そこを併

せて、そして町長の考え、再稼働をするべきではないと思いますがという

ことをお尋ねしたんですね。福島原発が再稼働するに至るような原因究明

されているか、収束しているかはどうお考えでしょうか。そこによって再

稼働の考えも自ずと変わってくるんではないかと思うんですけども。もう

１度お尋ねします。 

議 長 町長。 

町    長 久保田議員の質問にお答えします。まず、今の質問に答える

前にですね、今回の久保田議員の一般質問が川棚町議会での一般質問にふ

さわしい質問なのか、私は疑問を感じています。なぜならば、この一般質

問というのは川棚町の行財政全般に渡って、議員が主導して、そして政策

を明らかにしていくものだと、このように理解をしております。一般質問

する場合には当然通告制でありまして、しかも議長の許可を得て、そして

質問をするわけです。今回は、質問された内容はですね、川棚町が避難場

所になっているからという前提の中で質問をされております。しかし、質

問されている内容はその避難計画と全く関係ない質問をされております。

だから、私は議長にも問いたいんですけど、果たして今回の一般質問が川
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棚町議会の一般質問としてふさわしいのかどうかということを、前もって

申し上げておきたいと思います。 

今、福島原発の収束についてはどうなのかと、全くそういったことを久保

田議員の質問に対して答えようという考えはありません。それは皆さんで判

断されるべきだろうと思います。先程からの再稼働に同意をするとかしない

とか、そういった質問をされておりますけど、実は反対を表明された松浦市

の市長は反対を表明したけれども再稼働に対しての同意権がないので、同意

権を国に求めたいという発言をされております。平戸市長はその同意権は国

には求めないと、しっかりと避難計画を策定していきたいと、こういった発

言をされていると新聞記事があります。そもそも、この６月１４日の長崎新

聞によれば、再稼働を反対されている２３０名の住民の皆様方が、再稼働の

差し止めを求めた仮処分の申し立て、これが佐賀地裁で判決が出まして、こ

れについては原発の安全性に欠けるとは認められないとして、この差し止め

は認められておりません。申し立てを却下されております。もちろん反対を

されている団体の皆様方は福岡高裁に抗告をされているだろうと思います。

そういった状況の中で、川棚町長が再稼働に同意するとかしないとか、そう

いった議論が深まっていくでしょうか。私は久保田議員の質問に対して、こ

れ以上答える考えはありません。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 私は残念だと思います。町長の意思表示、今、国会の中でも

頻繁に飛び交っている忖度ということ、それを私は町長に感じます。県と

か国の方ばかりを見て、松浦市長も壱岐市長も平戸もですね、壱岐市長は

住民の人達を避難させることができないと。結局ですね、玄海原発３０ｋ

ｍ圏内には、有人の離島が２１あるんですよね。原発事故の際は２万７，

０００の全島民を避難させる検討中の壱岐ではですね、結局渡し船７隻で

１３３時間、５日間かかるんですよ。そういうふうになってますし、松浦

市もやっぱり福島大橋を渡って伊万里市を通過して避難する、そういうふ

うに道が一本しかないところで渋滞をしてしまう。私達は逃がすことがで

きない、自分達は住民の安全、安心を守ることができないという市町の首

長さんがですね、そういうふうに考えてらっしゃるなら、私達は受け入れ

側としても、そういうふうに考えるべきで、国の政策、確かに佐賀地裁は
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再稼働をいいと言いましたよ。でもですね、玄海原発で一度事故が起きた

ら玄海町だけの問題でしょうか。佐賀だけの問題でしょうか。それはどこ

までも飛散するというのは、福島原発でも十分認識されたと思いますよ。

だから、立地している自治体の問題であると、意思表明する意思もないと

いうのは私はおかしいと思います。もう１度質問をします。 

議 長 町長。 

町    長 お答えします。その再稼働等々について全く先程答弁したと

おりであります。考えはありません。たった今ですよ、議員が最初に質問

されている背景の中では、避難者を受け入れる自治体としてどうなのかと

いうことで、避難計画に対しての質問であればしっかりと答えていきたい

と思いますが、原発の再稼働云々ということについては、先程も言いまし

たように佐賀地裁の判例も出ておりますし、そういったもので皆さん方が

判断をされるべきだと。町民の中には久保田議員のおっしゃるような思い

を持っていらっしゃる方もいらっしゃれば、そうでない方もいらっしゃい

ます。そういった状況の中で川棚町長が反対だ、賛成だと言う状況ではあ

りません。しかもそういった知見を私は持ち合わせておりません。今、久

保田議員の質問は久保田議員個人の考えを私に押しつけようと、そういっ

たことをされているような気がしてなりません。以上でございます。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 そして先程議長に対してもおっしゃいましたよね。この一般

質問に相応しくないようなことを受け入れた議長に対しても考えがおかし

いと自分は考えると。私は、原発事故は国民一人ひとりの問題であって、

どこに住んでいようと私達は反対する、再稼働は危ないと、そういうふう

に言う権利はあると思うんですよね。だからそしたら私達は、本町は松浦

市の５，０００人近い人達を受け入れる側だけだから、そういうことも言

う必要はないとおっしゃいますが、じゃあ今までずっと計画的にやられて

きた避難計画で、松浦市の住民の方達を全部受け入れられるという自信は

ありますか。今までずっと見てきたら、健康な人達、中学生、それから区

長さんとか、バス１台で何十人かずつが避難されてきたんですよ。それ

で、私は以前からもずっと質問してますが、５，０００人の中にいろんな

方がいらっしゃるわけですよね。人数、年齢も病歴も、子どもであれお年



- 33 - 

寄りであれ、介護施設にいる人もいるでしょうし、老人ホームにいる人で

もいるでしょうし、そういう人達を安全に受け入れきれないならば、やは

り一般質問にも値しないような、そういう言い方は失礼じゃないでしょう

か。 

議 長 町長。 

町    長 お答えします。値しないとは言っておりません。ふさわしい

のではないかと疑問を感じると、こう申し上げました。そして議長はです

ね、おそらく避難者を受け入れる自治体であるという前提があったから、

この一般質問を許可されたのだろうと、私はそう理解しております。した

がって、本来であれば１から５まではそのことについて質問すべきである

と、こう思うわけですね。ところが避難と全く関係ない質問をされており

ますので、それに対しては、私は権限がありませんので、答える考えはあ

りません。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 権限がないのはうちの町だけではないと思いますよ。壱岐市

だって、平戸だって、松浦だって、糸島ですかね、伊万里市、そういう人

達だって関係がないと言われれば関係ないと思いますよ。だけども、やは

り住民の命を先に優先して考えられた結果だと私は思います。だから、

じゃあ私はですね、じゃあ５番目だったらば町長の考えがお聞きできるん

じゃないでしょうか。私達のところは５０キロ圏内にある町です。私達

が、もし風向きが北向きになったらですね、私達はまともに受けるんです

よ。２０５号線は議長達が一所懸命、国にも県にも陳情をしたり出向いた

りされていますけど、まだ改善がなされてません。私達町民が、１万４，

０００以上の町民がですね、安全に逃げるかどうか、ここのことを考えれ

ば再稼働すべきではないと、そういうふうに私は思うんですけども、これ

でもお答え願えませんか。 

議 長 町長。 

町 長 先程も言いましたように同意権というのは、立地市町村とそ

の県というふうに判断をされますので、私はそれに対して賛成だ反対だと

いう考えを申し上げることは考えておりません。以上です。 

議    長 久保田議員、この件に対しての答弁は、町長は答弁をしてま
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すので、これが１つの見解、答弁として位置付けて、それ以上の議論は考

え方の違いですから。ですから次に移られて、これ以上同じ議論をしても

たぶん論点はかみ合いませんよ。議事整理上判断しても。 

４ 番 久 保 田 わかりました。どこまで行っても平行線で、ただ私の考えを

押しつけるものだというふうに町長は先程おっしゃいましたので、私は押

しつけてでも再稼働に反対の意思表示をして欲しいと思いました。そう思

います。だって福島原発の現場ではですね、毎日６，０００人の人達が作

業をしているんですよ。川棚町の生産人口は、平成２７年は８，０２０名

ぐらいですよ。それに近い人達が毎日していても収束できない。そういう

ところを、うちは立地自治体じゃないからということでおっしゃるなら、

本当に私は町長の人間性をがっかりしました。どこまで行っても平行線で

すので、次の質問に移ります。いいでしょうか。 

次は教育長にお尋ねします。今度、国がですね、入学準備金を小学校が

２万４７０円から４万６００円に、中学校では２万３，５５０円から４万

７，４００円に引き上げました。私はこれを確認しますが、本町の準要保

護の子ども達に、保護者にとってもこれと同じ額を支給されますか。 

議 長 教育長。 

教 育 長 本町では、小学校の準備金として４万６００円、中学校の方

では４万７，４００円支給してます。以上です。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 国がこれだけ上げたということは、いかに入学準備金がお金

がかかるかということがわかります。でもこの金額はですね、中学校にし

てみれば制服のお金ぐらいで、あと、まだかばんとかいろんなものが要っ

て、本当に１０万ぐらいが必要なんですよね、だからこれをここまで引き

上げたというのはやっぱり子ども達の貧困が広がっているということを国

が認識したことだと私は思っております。それで、子どもの就学援助の準

備金のことですね、年度別にこうおっしゃいました、１月に各学校でやっ

ていると。だけども、これではきついということで、先程おっしゃった、

全国でも６０の自治体で行われている、県下では長崎市と五島市で行って

いるということでしたから、この他所でやっていることがなぜうちはああ

いうふうな、何て言うんですか、経緯を踏まないとやっていけないんで
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しょうか。お尋ねします。やれるはずだと私は思うんですけども。 

議 長 教育長。 

教 育 長 今のご質問にお答えしたいと思います。今まではそういった

取り組みについては、札幌か、私の記憶違いかもしれませんけど、北海道

の方の市議会の方で質問が出て、前倒しにして、それが国の方にも認知さ

れて広がっていったものと考えております。本町でも先程３つの課題言い

ましたけど、それがクリアできれば実施に踏み切れると考えておりますの

で、実施の方向で考えております。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 例えばですね、九州管内では福岡市がこれまで入学後に認定

して７月に支給でしたが、入学の適当な時期に支給することができるとして

います。その時にですね、やっぱり学用品の購入時期への配慮はもちろん子

どもの貧困対策であり、効果としてその保護者への経済的支援が図られたと

早めた理由を挙げています。そして先程心配なさっている、その受給を受け

た人が他の市町に転校したっていうところもですね、どこに行ってもそれは

必要なことだったんだから、ここで支給しましたら転校した先の自治体にこ

こで支給をしましたと連絡をすれば、向こうではそれでされないことですか

ら、それは簡単なことだと思います。それで解決がつくと思いますのでね、

是非していっていただきたいと思います。 

それから、小学校前の入学準備金、これが要保護児童生徒援助費補助金及

び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱の一部改正によって、その今まで

は中学校入学前の子どもに限られていたけども、小学校入学前の子どもにも

適用されるということが通知としておりてきております。この五島市がやれ

てるのはですね、入学の説明会を１２月にやっているということです。だか

らこの説明会を早めればいいことですし、私達は幸いにですね、本町は入学

前の５歳児検診というのをやっております。そこでも私はつかめると思いま

す。だから６人に１人が貧困な状態であって、その貧困の格差がですね、

やっぱり教育の格差になってはいけないと思います。川棚町の子ども達、川

棚にはスクールソーシャルワーカーという方の、県の、派遣されている方が

いらっしゃいますから、どのくらいの貧困というのはつかめてますでしょう

か。やはり、全国平均の６人に１人が貧困状態です。それと同等でしょう
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か。 

議 長 教育長。 

教 育 長 今のご質問ですけど、川棚町内の児童生徒１，１８６名おり

ます。そのうち家庭数が９３３あります。その中で、生活保護受給の家庭が

１２件、準要保護の家庭が１３２件あります。ですから、川棚町としてはか

なりの子ども達が貧困の状況にあるんじゃないかと考えております。それに

併せてひとり親世帯もですね、かなりおりますので、そういったことも子ど

も達にいろんなことで影響しているんじゃないかと認識しております。以上

です。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 やはり、生活保護世帯にはですね、その医療費の扶助とか住

宅費の扶助とかいうのがありますので、やはり準要保護の家庭の方が厳し

いんだと思うんですね、しかも、貯金が全くないという家庭が全国的な平

均でも３０％を超えている。そのひとり親家庭の平均はですね、長崎県の

調査によると全国平均は１０．０％ですけど、長崎県はもっと。逆です、

全国平均は７％ですけど、長崎県は１０．何％。やはりひとり親家庭が多

いというのがうかがえます。 

町長は５月号の広報で載っています施政方針の中で、小中学校のＩＣＴを

活用した教育の充実も謳っていますが、やはりそれは教育現場で入ってやっ

と平等であって、やっぱり貧困家庭の子ども達はスタートラインからもう差

がついてるということを私は思うんですけど、町長はどう思われますでしょ

うか。いや、教育長です。 

議 長 教育長。 

教 育 長 私も久保田議員がおっしゃるとおり、やっぱり教育というの

は平等に受けるべきだと考えております。ただ、経済的なことにつきまし

てはですね、各家庭の事情で、私達は深く突っ込めないこともあります。

そこは各保育所、こども園と連携しながら、特別支援教育の充実というこ

とでですね、一人ひとりの子ども達が、子どものどんな支援が要するのか

というのをですね、見ながら関わっていきたいと考えております。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 先程、国の基準でクラブ活動費、生徒会費、ＰＴＡ会費を私
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は入れて欲しいと、拡大して欲しいと言いました。その時に、私は取り消

して欲しいと思うんですけども、その準要保護１５４名分の３００万円程

度の支出がですね、余分にかかってくる。余分にかかってくるという発言

は、私は取り消して欲しいと思います。やはり、子ども達にかかる経費が

ですね、余分なものはないと思うんですね。３００万円注ぎ込んで、それ

が将来子ども達が夢を持てて学習できて、そして町に対して税金を納め

る。そういうことになる方が大事で、そうなればこの３００万円なんてす

ぐ返していきますよ、子ども達は。やっぱり貧困の状態にある子ども達

の、一番私達が見ていかなければならないのは、子ども達に対する調査で

ですね、そういう状態にある子ども達は、夢がないというふうにアンケー

トで答えているんですね。子ども達が夢がないということを言わせるとい

うこと自体が、私は問題だと思うんです。やはり私達、この町は、やっぱ

り子育て支援は、先程も前任の、前の議員さん達がおっしゃったように。 

議    長 質問は簡明に行ってください。 

４ 番 久 保 田 はい。おっしゃったように充実していると思います。充実し

ている中でもやはり厳しい状況に置かれている子ども達があるというふう

に思って欲しいと思います。だから、余分にかかっているということは撤

回していただけますでしょうか。 

議 長 教育長。 

教 育 長 言葉の、不適切な発言だったと思います。撤回させていただ

きます。ただ、うちの準要保護の認定につきましては他の町、例えば佐々

とかクラブ活動費を認定しているんですけど、準要保護の認定基準につい

てはうちの方が緩いというか、認める方ですね。佐々の方が計数が１．

０、うちが１．３ということで、数は多く認定しています。ですから、そ

の数を確保するというのが私は今、大事かなと思っているとこです。以上

です。 

議 長 久保田議員。 

４ 番 久 保 田 数の確保も大事です。そして佐々町が１．０、私達のところ

が１．３で高いというふうに、許容範囲が広いというふうにおっしゃったと

思います。でもですね、今、最低賃金が長崎県で７１５円、あとパートで働

いても、やっぱり１３万か１４万ぐらいのお給料で子育てをなさっているん



- 38 - 

ですよね。だからやはり、長崎新聞にも出てました、その川棚町はモデルで

この計算ではできないので、金額が示されてなかったんですけども、やはり

１．３倍は他所としていいかもしれません。でも１．５倍のところもあるん

ですから、そこのところを認識して欲しいと思いますし、やはり子ども達を

幅広く、そしてやっぱり平等な教育が受けるように努力して欲しいと思いま

す。 

最後の奨学金のことですね、以前も、私は前回でこのことは質問しまし

た。そして検討してみるという答弁でしたけども、ホームページを開いたら

そのまま残っていた。だけども、これは今の時代にそぐわないものだから検

討していこうというふうにおっしゃってくださいましたので、よろしくお願

いします。以上で私は終わります。 

（１２：０９） 

議    長 ここでしばらく休憩をいたします。 

（１２：０９） 

（…休  憩…） 

（１３：１０） 

議    長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

議    長 次に、田口一信議員。 

２ 番 田 口 議席番号２番、田口一信です。３項目について質問をいたしま

す。 

１項目目、有害鳥獣対策の強化についてであります。農作物を食い荒ら

すイノシシなどの有害鳥獣は、一向に減る気配がありません。有害鳥獣に

よる被害は、農家の営農意欲を低下させ、結果的に耕作放棄地が増えてそ

れによってまたイノシシなどの生息環境が広がるという悪循環にもなって

いると考えられます。そこで、有害鳥獣対策に関して３点質問いたしま

す。 

  １点目ですが、有害鳥獣対策の手段としては、防護柵を設置する方法の他

に、捕獲して駆除するという方法があります。すなわちその駆除、すなわち

殺すことは狩猟免許を持っている人しかできないのですけれども、罠を見回

るとか、餌を補給するというようなことは免許を持っていない人でも出来る

わけなので、最近は狩猟免許保持者と、それを補佐する人で組織をする「捕
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獲隊」というチームがある自治体が増えてきております。そしてその自治体

もそのチームに対して箱罠を貸し出すとか、エサ代を補助するとか、あるい

は捕獲隊員に対して安全講習をするなどの支援をしておるわけであります。

本町でも前年度、平成２８年度末に、猪乗と下組の２地区で組織されており

ます。しかし、この「捕獲隊」は、狩猟免許保持者の対応能力の関係とか、

あるいは隊員の活動能力の関係から１チームが１０人ぐらいで、自分の地区

だけで活動をしているという状況であります。したがって、捕獲対策をより

有効なものにするためには、町内に「捕獲隊」を増やして、町内全体をカ

バーする体制を作っていく必要があると思います。今後そのように進めてい

く考えはないのかお伺いいたします。 

２点目ですが、「捕獲隊」には事務的な処理をしながら隊員を統率する隊

長の他に地域リーダーとして狩猟免許保持者が入って、隊員と協力して罠を

設置する、あるいは捕獲後の止め刺し処分を行う、そういったようなことを

することが必要であります。したがって、必ず狩猟免許保持者というものが

必要なわけです。町内に十分な捕獲体制を構築するためには狩猟免許の保持

者を増やすことが必要と思いますが、それについての考えをお伺いします。 

３点目ですが、「捕獲隊」に対して有効な指導助言を行うために、町の職

員もできるだけ罠の狩猟免許を取るようにしてはどうかと思いますが、それ

についての考えをお伺いいたします。 

２項目目、道路維持についてであります。その１点目ですが、道路の小さ

な陥没とか縁石の割れなどは、歩いていて気がついてもそれを役場に電話し

て知らせるという行動にまではなかなか結びつかないことが多いのではない

かと思われます。また、そういった小さなことは、総代さんを通じての地域

の要望としても挙がりにくいのではないかと考えます。そこで最近は、特に

若い人はほとんどスマホを持っていますから、気がついたらすぐに写真を役

場に投稿してもらう仕組みを作ったらどうかと思います。もちろん投稿者に

対して迅速に何らかの反応をするということは大事であります。町の景観を

きれいにする、そして町民に町のことにより深い関心を持ってもらうという

ような効果があるのではないかと思いますので、そのお考えをお伺いしま

す。 

２点目ですが、このようにして自分が投稿してそこが修繕されたらば、そ
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の人はその後ずっとその場所に愛着を持つと思います。そして同様にある場

所について、道路でも公園でもいいんですが、ある場所について自分達が責

任を持って清掃などをしたらば、その人達はそこに愛着を持つというふうな

ことになるんではないかと思います。ある団体が道路等の一定の区間等を担

当して、定期的に草取りや清掃などをするアダプト・プログラム事業という

制度があります。県にもありますし町にもあるんですが、本町では１団体が

行っているのみで、あまり活用されていないようであります。しかし、ボラ

ンティア活動をしたい、そしてこの町に貢献をしたいという気持ちのある人

は、町内に多くおられると思います。もっとこのアダプト・プログラム事業

をＰＲして、このアダプト・プログラム事業を行う団体を増やしたらどうか

と思いますが、そのお考えをお伺いいたします。 

３項目目ですが、日曜参観についてです。平日働いている保護者は、小中

学校の子供の授業参観になかなか行けないわけですけれども、そういう保護

者が参観できるように、日曜日に参観する機会を作ってはどうかと思いま

す。全学年一度にではなくて、学年ごとに実施時期を分けて１年に１回くら

いの頻度で実施すればできるのではないかと思います。お考えをお伺いいた

します。以上質問します。ご答弁をよろしくお願いいたします。 

議 長 町長。 

町 長 田口議員の質問にお答えします。ただいま２つの項目につい

て私の方にご質問いただきましたので、まず、有害鳥獣対策の強化につい

てのご質問にお答えいたします。 

質問要旨を３点にまとめてありますので、まず①の「捕獲隊」を増や

し、町全体をカバーするような体制にしていく考えはないかというご質問

ですが、本町においては先程議員も述べられましたように、猪乗地区、こ

こはリーダー１名、補助員９名と、下組地区、リーダー１名と補助員１２

名の２地区で捕獲隊が組織をされておりまして、今年度から活動が開始さ

れております。捕獲隊は国の制度を活用した捕獲組織で、有害鳥獣捕獲に

おける狩猟免許を有しない従事者容認事業という事業であります。リー

ダーと捕獲補助員で構成され、狩猟免許を所持したリーダーの指示のも

と、捕獲補助員が捕獲作業の補助を行います。捕獲隊を設置することによ

り、地域の方が自ら免許を取得して捕獲するようになるなど、イノシシ捕
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獲や狩猟への理解、関心が深まるようであります。捕獲従事者は見回りや

餌やりの他、罠の設置や処分等の負担が軽減されます。行政への捕獲に関

わる要望や相談も減るようでありまして、地域で捕獲から処分までのリサ

イクルがうまく回るようになるそうであります。このように有害鳥獣捕獲

には大変有効な手段でありますので、意欲ある地域を掘り起こして捕獲隊

を増やしていきたいと、このように考えております。 

次に②の十分な捕獲体制を構築するため、免許保持者を増やす考えはな

いかとのご質問でありますが、現在町内での狩猟免許保持者は２４名で、

捕獲従事者は２１名であります。捕獲作業は捕獲して殺処分しなければな

りませんので、一般の方への理解は難しいと考えております。捕獲隊を組

織した猪乗地区では、平成２９年１月に２名の方が狩猟免許を取得されて

おります。また、２９年度も数名の方が捕獲免許を取得される予定であり

ます。このことから、捕獲隊を増やしながら地域の中から意欲を持って狩

猟免許を取ってリーダーとなり、自分達の地区は自分たちで守るという意

識を高めていきたいと考えており、その過程の中で狩猟免許保持者が増加

していくのではないかと、このように期待をいたしております。 

③の有効な指導助言を行うために、職員もできるだけ免許を取るように

してはどうかとのご質問でありますが、現在本町では４名の職員が免許を

取得していて、そのうち３名が担当課の職員であり、現在も有効な指導助

言を行っているものとこのように認識をいたしております。これからも新

たに担当になった職員には、免許を取得するよう指導していきたいと考え

ております。 

次に、２番目の道路維持についての質問にお答えいたします。議員から

２点の質問をいただきましたので、まず①の道路陥没など気づいたら写真

を投稿できる仕組みを作ってはということでありますが、現在の通報の状

況は町民の皆様方から電話で通報いただいたり、あるいは、地区の総代さ

ん方から連絡をいただいたりする他、職員が定期的にパトロールをしてそ

の結果を私に報告するなどとなっております。なお、メールでの通報につ

きましても、現状では可能でございます。制度は作っておりませんけど、

現状では可能であります。また、平成２８年１２月には川棚郵便局と地域

における協力関係に関する協定を締結し、郵便配達中に道路の異常を発見
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した場合には通報、提供をいただくようにいたしております。そこで、通

報システムにつきましては、他の自治体で導入されている状況は承知をし

ておりますが、現状の通報方法で特段問題が生じたりということはあって

おりませんので、現状の方法での対応としたいと思っております。 

次に②のＰＲしてアダプト・プログラム事業を行う団体を増やしてはど

うかということについてでありますが、本町のアダプト・プログラム事業

は平成１８年９月に実施要綱を制定いたしまして、平成１９年度からス

タートいたしておりますが、これまで１団体の登録により、道路清掃や公

園清掃作業を行っていただいております。また、アダプト・プログラム事

業の周知に関しましては、これまで２回ほど広報かわたな及びホームペー

ジで行っております。今後も広く町民皆様に事業内容を周知することはし

ようと考えておりますので、広報、ホームページ等に掲載して周知をして

まいりたいと、このように考えております。以上、答弁とさせていただき

ます。 

議 長 教育長。 

教 育 長 ３項目目の日曜参観について、ご質問にお答えいたします。 

日曜参観は各学校の実態に応じて編成する教育課程の問題ですので、教育

委員会からの指導ではなく、各学校の判断で行っているところです。日曜参

観は、普段の参観日であまり参観ができない家庭や、父親の参観が期待でき

たり、普段の参観日にはできない内容が企画できたりして、児童の成長の様

子や学校教育について理解していただくのにとてもいい機会だと考えており

ます。本町におきましても、小串小学校では長年に渡って日曜参観を実施し

ており、本年度も１０月に開催する予定です。石木小学校においても過去に

おいて実施しており、保護者や教師からの要望もあり、本年度１１月に日曜

参観を実施する予定になっています。しかし、日曜参観を実施するにあたっ

ては、安全面や経済的に家族へ負担をかけなくてはなりません。というの

も、日曜日に授業参観をした場合、学校の職員は勤務日となり、翌日の月曜

日は日曜日の勤務の振替で学校が休みになります。そうすると振替日の月曜

日は親が仕事を休んで子ども達の面倒を見なくてはなりませんし、休めない

家庭は子どもだけで留守番しなければならなくなります。同じようなこと

は、５月に実施された日曜日開催の運動会や体育祭でも言えます。日曜参観
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を実施していない川棚小学校を例に挙げると、振替日になった月曜日には児

童４１０人中、子どもだけで過ごした児童が６８人いました。約６人に１人

は子どもだけで留守番をしなければならなかった状況にあり、安全面で心配

されるところです。また、川棚小学校では子どもを通わせている家庭数と

いって、家庭が２８６軒ありますが、そのうち要保護家庭８軒、準要保護家

庭４７軒、ひとり親家庭が３１軒あり、経済的にも家庭的にも厳しい状況の

家庭が多くあります。面倒を見るために仕事を休むとなると、パートで働い

ている方も多く、その分収入が減ってしまいますので、家庭に負担をかけて

しまいます。そして、日曜参観日には給食がないことから、午前中授業にす

るか、弁当を持参して１日授業にしなければなりません。午前中授業にする

と、各学校においては授業時数を確保することが課題になっていますが、授

業時数が減ることになり余裕がなくなってきますし、授業時数を確保するた

めに弁当持参となると、保護者の理解が必要となってきます。他にも多種多

様な社会体育や部活動、習い事、塾通いの児童生徒も多く、日曜日の大会や

試合、資格試験等もあり、日曜参観を実施するにあたっては、かなり前から

保護者に周知し、調整をしなければならない状態があるようです。 

このようなことから全学年１度にではなく、学年ごとに実施時期を分け

ればという田口議員のご提案は、各学校にとっては職員を別々に出勤させ

たり、休ませたりしなければならないことや、兄弟が多い家庭では何回も

学校に足を運ばなければならなかったり、曜日によって兄弟が別々に登

校、休むという状況も出てきますので、各家庭の負担もかなり多くなり、

混乱を招くという状況も予想されます。そこで現状のままの状況、石木小

学校、小串小学校で実施しておりますので、この状況で私はいいのかなと

思っているところです。以上で答弁を終わります。 

議 長 田口議員。 

２ 番 田 口 それでは補足的に質問をしたいと思います。順番に行きたい

と思いますが、捕獲隊の関係ですけども、基本的にはですね、町内にそう

いった捕獲隊を増やしていきたいというのが、町長のお考えであるという

ことは今答弁がありました。これについてはですね、町の方が作りなさい

というのではなくて、各地区で自主的にその捕獲隊というものを作って町

の方に届け出るというふうな手続きの、そういう仕組みになっていると思
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うわけですけれども、それに対して、先程もちょっと質問の中で箱罠を貸

し出すとかエサ代を補助するとか講習を実施するなどの支援をしていると

言いましたけれども、ここのところをもうちょっとはっきりとですね、そ

うやって捕獲隊ができた場合には、町としてはどのような捕獲隊に対する

助成を行うようになっているのかというのを、もうちょっとはっきりとお

聞きしたいと思います。 

議 長 町長。 

町 長 お答えします。先程２つの地区で既に捕獲隊が結成されて活

動されておりますので、そういう状況について担当課長の方から答弁をさ

せます。以上でございます。 

議 長 農林水産課長。 

農林水産課長 捕獲隊に対する補助、交付金ですけれども、まず捕獲隊を設

置した場合に、県の方から設置交付金、県単独ですけれども１０万円来ま

す。これにつきましては捕獲隊で使う箱罠、それから止め刺しの刃物、手

袋、そういったものの経費に使います。また、箱罠には保険をかけなけれ

ばいけませんのでその保険代、そういったものに使えるようになっており

ます。それと、町としましては町が箱罠を何基か保管しておりますので、

その分を貸し出すということをしております。あと、活動についてはです

ね、捕獲されたら捕獲報償金が入るというふうなことで活動していただく

というふうにしております。以上です。 

議 長 田口議員。 

２ 番 田 口 今の説明の中にエサ代はないようでしたけど、エサ代につい

ては補助はないのでしょうか。 

議 長 農林水産課長。 

農林水産課長 お答えいたします。エサ代はですね、その中には入っており

ません。そこの地区で捕獲隊が行う講習会用のエサを購入することはでき

ます。箱に入れるエサはだめですけど、講習会を行いますのでエサを買い

ますということでエサは買えます。以上です。 

議 長 田口議員。 

２ 番 田 口 それからその町で、町かな、県かな、どっちで実施している

のかわかりませんが、捕獲隊員に対して１年に１辺は安全講習をせろって
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なっていると思うのです。その安全講習の実施については、その町は何か

支援はしていないのでしょうか。 

議 長 町長。 

町 長 担当課長から答弁させます。 

議 長 農林水産課長。 

農林水産課長 お答えいたします。安全講習会につきましては、県の方から

来ていただいて講習をしていただくという形になっておりまして、それに

ついては、支援はしておりません。以上です。 

議 長 田口議員。 

２ 番 田 口 この追加質問はお金の話ばかりになると思うんですが、２点

目のですね、その免許を取得する人もこれから増えていくというような状

況だと、２９年度も取得予定の方がいるというふうに答弁がありましたけ

れども、結局その狩猟免許を取得するについても講習を受けるとか、受験

をする、そういった講習を受講するための費用、あるいは受験するための

費用、あるいは受験場に行くための交通費、こういったものが費用がかか

るわけですね、おそらく何千円じゃ済まない何万円の単位だと思います

が、そういったような免許取得に対するその助成措置というものについて

はどのようになっているんでしょうか。町はどのようなことをされている

んでしょうか。 

議 長 町長。 

町 長 お答えします。免許取得に対しては特に金銭的な支援はして

おりません。冒頭申し上げましたように、今年度２地区で捕獲隊が結成さ

れて活動が始まりました。その中で自主的に免許を取得しようという動き

が出てまいりまして、既に増えてきております。そういった形で地域の皆

さん方がせっかく自主的にされておりますので、それを見守っていきたい

と思います。そしてまたそういった地区からの金銭的な支援の要望という

のも具体的にあっておりませんので、しばらくそういった状況を見守って

いきたいと、このように考えております。 

議 長 田口議員。 

２ 番 田 口 そのような自主的な動きになっているというふうな、だから

見守りたいというお考えですが、たぶん先程言ったようにその講習を受け
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るとかいうようなことで、何千円では済まないような金額であろうと思わ

れるのでですね、それを自主的な自己負担に完全に委ねるのでなくてです

ね、あらかじめやっぱりそういう助成しますみたいな仕組みを作っておい

た方が、より取得しやすいのではないかと思われるんですけども、それに

ついてはそういうお考えにはなりませんか。 

議 長 町長。 

町 長 お答えします。そういう考えには今なっておりません。せっ

かくですよ、地域で自分達のイノシシ被害を守ろうと、一所懸命取り組み

をされております。それに対して町が補助金をやりますからということに

いたしますと、せっかくの意欲がですね、先細りになるかもしれませんの

で、今後そういった要望が高まってくればですね、その時点で議会にお諮

りし予算措置をしたいというふうに思います。当面は考えておりません。 

議 長 田口議員。 

２ 番 田 口 どのように見込むかの考えの違いのようには思いますが、頭

の中に入れておいていただいてですね、そういうことも考えていただけれ

ばなと思います。本当にお金の話ばかりになりますが、職員が免許取得し

た場合には、結局それによって現状の３人の方が有効な指導助言を行われ

ているということでありますけれども、そのように一般論化してもよいん

ですけども、職員が自分の職務に必要な資格免許を取得した場合には、そ

れも自分の力でですね、自力で取得した場合には、それに応じた職務手当

みたいな制度というものはないのでしょうか。取得した場合にはこういう

手当をあげますみたいな、そういったことはなされないのでしょうか。 

議 長 町長。 

町 長 お答えします。たぶん今、議員は、職員が一般廃棄物であり

ます犬猫の死体の処理をした場合には、犬猫処理手当というのを出してお

りますけども、そういった手当の話をされているのかなと思いますけど、

イノシシの捕獲についてはですね、現在職員４名持っておりますけど、最

初に取ったのが、たぶん今の農林水産課長だと思うんですけど、やはり自

分の農業に対しての、いわゆるイノシシから農業を保護するという考え方

で自分自身で取得をして、そして捕獲したイノシシを殺処分して、それに

対して報償金を得るという行為をしておりますので、仕事に従事した担当
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者になったからという以前のところで取得をしておりますので、そういっ

た、今、田口議員のおっしゃるような考え方には至っていないわけであり

ます。以上でございます。 

議 長 田口議員。 

２ 番 田 口 いろんな資格制度とですね、職員のいろんなそういう職務手

当制度というものを、この際考えていただいてもらっていいんじゃないか

なというふうなことで、問題の提起だけしておきます。 

  それから、次にアダプト事業についてですけれども、この２点目の２のア

ダプト事業についてですが、ボランティア活動なのでですね、当然このア

ダプト事業をやりたいという人は当然自己負担でするというふうなことに

なると思うんですけれども、現状の制度としてですね、何かの町がこのア

ダプト事業を行う団体と登録した場合には、町としてですね、例えば道具

を貸し出すとか、先程ちらっと何か出とったように保険料を負担すると

か、そういうような町から何か支援をするような仕組みはないのでしょう

か。アダプト事業に関して。 

議 長 町長。 

町 長 アダプト・プログラムに参加する、いわゆるボランティア団

体に対して支援策をということでありますけども、具体的にはいくつかし

ておりますので、担当課長の方から答弁をさせます。 

議 長 建設課長。 

建 設 課 長 それでは私の方からお答えさせていただきます。川棚町アダ

プト・プログラム実施要綱において制定しております町の行う支援といた

しましては、清掃に必要な消耗品、あるいは環境美化のための花苗等の支

給、清掃に必要な道具の貸し出し、清掃したごみの処理、ボランティア活

動傷害保険の加入、管理区域等を示した表示板の設置ということで支援を

させていただいております。以上です。 

議 長 田口議員。 

２ 番 田 口 よくわかりました。 

日曜参観についてですが、先程教育長の答弁でいろんな問題点を指摘さ

れております。ただ、答弁にあったように小串小や石木小では実施をして

いるということもあるのでですね、学校自体の環境の違いというものもあ
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るのかもしれませんが、実施をしているところでは、何らかの形で一応問

題点をクリアしているということが言えるというふうに思われますので、

できるだけ実施をした方がよいのでは、普段できないことをできるいい機

会だという答弁がありましたので、日曜参観みたいなことも実施をした方

がよいのではないかというふうには思われるんですけれども、何か実施し

ていないところも実施に結びつくような、教育委員会として何か、完全に

学校に任せるという形でなくて、例えばいろんな学校のいろんな連絡協議

会とかそういうのもあるかもしれませんし、情報交換などをして実施に結

びつけるような方向に取り組んで行っていただいたらよいのではないかと

思うんですけれども、そういう教育委員会としてのお考えをもう１回お聞

きしたいと思います。 

議 長 教育長。 

教 育 長 ただいまの田口議員のご質問にお答えしたいと思います。先

程運動会の振替休日の子どもだけで過ごした数でいいますと、川小は６８

人ですけど、小串小学校は１０軒、１０人だけということで非常に少ない

んですね。ですからそういった家庭、地域の状況もあると。それから川棚

小学校においては他にＰＴＡ行事として、土日、結構餅つき大会とか、餅

つき大会あたりは地域の方も参加しますし、両親揃って参加するというこ

とで、かなりの保護者が参加しますし、そういった土日ＰＴＡ行事あたり

でもたくさん参観しているので、特に必要性を感じていないと思います。

それよりもやっぱり学校が一番心配するのは、子どもだけで留守番すると

いうのが心配ですので、これが中学校となると１２０人ぐらいの子ども達

が１人でいますので、やっぱりそれで小学校みたいなご飯の心配とかそう

いったのはないと思いますけど、別の心配をしなくちゃいけませんのでで

すね。教育委員会から指導して日曜参観しなさいというような考えは今の

とこございません。 

議 長 田口議員。 

２ 番 田 口 以上で終わります。 

（１３：４６） 

議    長 次に、小田成実議員。 

１ １ 番 小 田 議席番号１１番、小田成実です。通告書にしたがい２問町長
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に質問いたします。 

まず、川棚町自治会活動支援補助金交付要綱について質問します。自治

会活動支援補助金については、５月１日現在における世帯数等を基準とし

て、７月末までに申請し、支給月は９月及び３月となっています。この支

援金は、あくまでも自主的活動の自治会を支援するためのものであること

は承知していますが、より有効に活用できるように、また、自治会活動を

より充実させるために、６月に申請、７月及び遅くとも１２月までに支給

するように、交付要綱を改正できないか尋ねます。 

次に、地域担当職員制度について質問します。この制度は地域と行政と

が連携し、お互いの役割と責任のもと、住みよいまちづくりの実現に向

け、町職員が地域の活動に積極的に参加し、地域の自主的なまちづくりを

サポートするとともに、地域と町とのパイプ役となって地域の課題解決に

向けた支援を行うことを目的として設けられていますが、その実績等につ

いて次の２点を尋ねます。 

①活動実績として、地域担当職員活用申請書による実績はどの程度ある

のか。 

②地域住民の目線に立って相談できるように、また相談しやすいよう

に、活用申請書による申請のみでなく、相談窓口係を設置するなど、制度

の内容を考え直すことができないか尋ねます。以上質問いたします。 

議 長 町長。 

町 長 小田議員のご質問にお答えいたします。まず、川棚町自治会

活動支援補助金交付要綱についてでございます。これは地域住民で組織す

る自治会の発展と、地域コミュニティの促進向上及び地方行政との円滑な

運営を図るために、自治会に対する補助金の交付に関し必要な事項を定め

ております。自治会活動支援補助金につきましては、基本として自治会の

活動実績に対し補助をすることとしておりますので、前期の支給月を９

月、後期の支給月を年度末の３月とこのように定めております。今、小田

議員から質問をいただきましたので、早期支給が必要なのかどうか、さっ

そく総代会と協議をしてみたいと、このように思います。 

  それから、地域担当職員制度についてのご質問にお答えします。まず、地

域担当職員制度の活用実績についてでありますが、この制度は平成２７年
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度から実施をしておりますが、これまで西部地区の西白石地区からの申請

１件で、現在１件申請があがってきております。 

次に、②の地域住民の目線に立って相談できるように、また、相談しや

すいように制度の内容を考え直すことはできないかとの質問であります

が、地域担当職員の活動は、まず地域の自立性を損なわないことを基本に

し、地域課題の解決に関してできるだけ地域の住民自らが解決できる方法

や、仕組み作りについて助言するなどの協力を想定しているものでありま

す。そこで、もし制度の内容について見直しを必要とするものがあれば、

何か具体的に示していただきたいということで、再質問をお願いしたい

と、こう予定をしておりましたが、ただいま具体的に相談窓口を設けろと

いうようなご提言でありましたので、検討してまいりたいと思います。以

上でございます。 

議 長 小田議員。 

１ １ 番 小 田 まず、１件目の自治会活動支援助成金についてですけども、

現在各地区ですね、この支援制度大変ありがたく十分に活用させてもらっ

ているんですけども、特にですね、各地区の総代さんも、あるいはその各

地区の会計さんからもですね、２回目の給付３月というのがですね、どう

してもその地区の会計年度のもう総会間近というか、詰まったところで支

給していただくので、もうちょっと早く交付していただけないだろうかと

いうふうな希望が大変聞かれるわけですけども、ここをですよ、せめて遅

くとも１２月までに支給をしていただけるように、再度総代会と相談とい

うことも言われましたけども、ここで早めに１２月までに支給をするよう

に検討をするというふうなお答えはいただけないでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 はい、お答えします。今、小田議員から質問が、提案があり

ましたけれども、基本的にはこれは総代会と町とで協議して、そして決め

ることでありますので、そのような方向で議論してみたいと思います。以

上でございます。 

議 長 小田議員。 

１ １ 番 小 田 総代会と相談をすると言われました。いつも私は西白石地区

で総代をしておりますけども、総代会の折にですね、質問をしたことがあ
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ります。もうちょっと早めに支給できないかと。そうしたら返事がです

ね、補助金交付要綱にこう書いてあるからそれはできませんというふうな

返答でありました。それが頭に残っとったものですからですね、こういう

ふうな一般質問でお願いをして考えていただければですね、交付要綱が改

正できるんだろうと思って質問をさせていただきました。そしたらこれは

総代会が判断をして早く支給をしてくれというふうな結論を総代会が出す

と、それを行政の方に相談をすると要綱の支給月が前倒しになるというふ

うに理解してよろしいんでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 そのとおりで結構でございます。 

議 長 小田議員。 

１ １ 番 小 田 はい、じゃあ次にですね、地域担当職員制度についてお尋ね

いたします。この制度が始まってからですね、かなり年数が経ちますけど

も、１件と言われましたけども、この１件というのが正直言いまして私の

考えでは少ないような気がするんですけども、何かこの制度をですね、こ

の制度を利用するのは地域担当職員制度活用申請書というのに記入をして

からですね、総務課長の方へ提出をするようになっております。大変この

文書を書いて出すというのをですね、各地区の総代さんあたりでもです

よ、少々敷居が高いのではないかというふうに思っておられるんじゃなか

ろうかと思いますけども、１件ということを非常に少ないと思いますけど

も、この点、町長どう思われますか。 

議 長 町長。 

町    長 １件が多いか少ないかは別といたしまして、現実に１件だけ

でございます。そして今、１件申請を受け付けております。やはり総代会

と町とのいわゆる関係というのは緊密になっていかなければというふうに

思っておりまして、本町の町政の運営が大きな混乱もなくうまく進んでい

るのはやっぱり議会、そして総代会のご支援、ご協力があってのことでご

ざいますので、これからも十分協議をしながら行政を進めていきたいとい

うふうに考えております。そういった中で、この制度をあまり活用されて

いないというようなご指摘が今あったわけでありますけれども、逆に少な

いということは自治会独自で、自主的に役場に頼らず地域のことは地域で
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解決しようという、そういった姿勢がおありになるのではないかというふ

うに、かえって私の方はそういった評価を一方的にはいたしております。

以上でございます。 

議 長 小田議員。 

１ １ 番 小 田 １件というのがたぶん私の地区だと思います。それもです

ね、総代さんの立場からはですね、いろんな物事をその項目ごとに各課辺

りに相談をしていって解決をしているような状況です。それでもですね、

いろんな問題がありまして、どうしてもそこで担当課では解決できないよ

うな問題ですね、それ辺りをいっぱい持っておられると思います。その１

件の内容も、例えばですねこの内容、私も担当の総代としてですね、返事

をもらっております。その中でですね、例えばカラスの問題ですね、アン

ケート調査も地区でされて、それをもとにして担当課の方へ提出をされて

おります。その中で返答にしてはですね、被害状況調査中であり、調査結

果を基に対策を検討していくこととしているというふうなことが返事がさ

れておりますけども、そのあとですね、県とも協議をして対応をするから

というふうになっておりますけども、未だどういうふうな検討の結果もな

いというのが現状です。そして西部地区の総代会でですね、これは副町長

さんからの地区担当職員制度についての説明があった時にですね、いろん

な制約があるんですよね、この制度の内容の説明書を見た時にですね、あ

んまり、その何て言いますかね、たやすくじゃないですけども、相談はで

きないなというふうなことで、これはあんまり活用できないばいというふ

うなことが実際内輪で話をされたわけです。それでですね、もうちょっと

いろんな面で安心してっていうですかね、この申請書に書いて出すのはで

すね、正直言って文章にして出すっていうのは敷居が高こうございます

し、文章もどう作っていっていいかというのがわからないのが現状ですの

で、提案としてですね、この活用申請書の相談は、相談だけでなくです

ね、相談窓口係っていうのをですよ、設置してもらって、口頭でも気安

く、気安くではないけど、相談しやすいようにですね、相談窓口係辺りを

ですね、設置してもらえれば、よりもっとスムーズに相談諸々が行くん

じゃなかろうかなと思いますけどもいかがでしょうか。私が相談窓口を提

案するのはですね、行政係長さん、ずっとこういうふうな議会に出てきて
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いただいてですね、いろんな話を聞いていただいておりますので、総務課

の行政係長さん辺りをですよ、この相談窓口として気軽に相談できるよう

にしていただければというふうに私は提案をさせてもらいたいと思います

けどもいかがでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 地域担当職員制度についての相談窓口の係長までご提案をい

ただきましてありがとうございます。確かにおっしゃるように、申請書を

書くとなりますと、堅苦しいということもあろうかと思いますけど、一応

規則としてはそういったその制度、要綱としてはそういった制度にしてお

りますので、それはそういった方向で今後もさせていただきたいと思いま

すが、窓口係については今議員がおっしゃるように行政係長、総務課長と

いう考え方でこちらも対応いたしております。そして担当職員そのもの

は、地域の実情にある程度詳しい者を配置をしておりますのでご理解いた

だきたいと思います。 

議 長 小田議員。 

１ １ 番 小 田 終わります。 

（１４：０３） 

議    長 ここでしばらく休憩をいたします。 

（１４：０３） 

（…休  憩…） 

（１４：１５） 

議    長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

議    長 次に、堀田一德議員。 

６ 番 堀 田 皆さんこんにちは。議席番号６番、堀田一德です。農業振興

について質問をいたします。 

  本町は兼業農家が大部分を占め、さらに耕作面積１ヘクタール未満の小規

模零細農家が８４％を占めております。また、平野部の農業生産地域は限

られており、多くが中山間地域で細々と耕地を維持しており、農家の平均

年齢は６５歳以上の高齢化により農家戸数も減少をしています。それに伴

い遊休農地が増加することが懸念されます。農業は従事者や所得の減少な

ど厳しい状況におかれております。本町の農業振興について、次の点を尋
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ねます。 

①排水の悪い水田は、裏作をする人や水田を借りる人もいない状況であり

ます。水田地区の暗渠排水工事の推進は。 

②水源より水路を通して水田に水を供給していますが、水漏れや土砂上げ

など維持が大変であります。町内でもパイプラインを設置しているところも

ありますが、水源から確実に水が供給できるよう、パイプラインの設置はで

きないか。 

③本町でも限られた農地に新たな耕作者もできてはいますが、作れば売れ

る時代は終わり、これからは生産の安定と同時に販売も考えていかなければ

なりません。若い人や退職した人が農業に興味を持って行くような、就農希

望者の発掘及び受け入れ体制はどのように進めていくのか。 

④川棚町ブランド認証制度の構築には取り組んでいるのか。 

⑤自然環境に対する負荷の少ない農業を営むエコファーマーの育成及び認

定はどのように進めているか。 

⑥水田農業を取り巻く情勢は、経営所得安定対策での米の直接支払交付金

が１０アール１万５，０００円から７，５００円に半減し、平成３０年には

廃止となります。また、米価の下落による収入減や後継者がいないため、農

業者も高齢化し、稲作生産農家の不安は増すばかりであります。水田農業を

活性化させるための施策は。以上、質問をいたします。 

議 長 町長。 

町    長 堀田議員の農業振興についてのご質問にお答えいたします。

まず最初の①、排水が悪い水田地区の暗渠排水工事の推進はということで

ございますが、農業農村整備事業で行う暗渠排水工事につきましては、平

成２２年度と平成２５年度において、実行組合に対しアンケート調査を実

施をいたしまして、そして希望があった地区で、事業要件に該当する地区

及び地元負担金の調整ができた地区につきましては、平成２５年度で実施

をいたしております。野口地区と中山地区と白石地区であります。今後も

実行組合長会議等で事業の周知を図り、推進をしてまいりたいと、このよ

うに考えております。事業要件として戦略作物、小麦や飼料作物などや地

域振興作物、玉ねぎなどの作付け、農地中間管理事業による集積や、農地

利用集積計画の策定が必要となっているところであります。したがいまし
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て事業を推進するためには、これらの要件をクリアする必要がありますの

で、関係者との十分な協議が必要であります。 

  次に②の水源から確実に水が供給できるよう、パイプラインの設置ができ

ないかとのご質問でありますが、これにつきましても農業農村整備事業の中

にメニューがあります。事業を行うためには農地中間管理事業による集積

や、農地集積計画の策定、事業費に見合う効果、成果を挙げてもらうため

に、高収益作物作付けに取り組んでいただく必要があります。具体的にパイ

プラインの設置要望があれば、関係者と町の関係職員との協議をお願いをい

たしたいと存じます。 

  ③の就農希望者の発掘及び受け入れ体制がどのようにしているかとのご質

問でありますが、県央地域就農支援センター活動事業検討会の構成員として

活動し、新規就農相談会を帰省時期、いわゆる８月から１２月、１月の間の

年２回、県央振興局等の関係機関と連携して各町単位で開催をいたしており

ます。対象者は自営就農希望者、農業法人への就農希望者で、周知方法はポ

スター、チラシ、広報かわたななどで行っております。農協や各生産部会か

ら新規就農希望者の情報が寄せられた場合は、直接本人に接触して聞き取り

などを行うようにいたしております。また、長崎県新規就農相談センターで

は、技術習得支援研修生を募集しているところでもあります。１回あたり２

０名で、長崎県内で定める推進品目により就農を目指す方で、１年間の研修

を経て就農することとなります。その期間中、交付要件を満たすと農業次世

代人材投資事業準備型で１５０万円の給付を受けることが可能となります。   

活動の成果として本町では平成２７年度に３名、平成２８年度に３名新規

就農をされております。 

  次に④の川棚ブランド認証制度の構築には取り組んでいるのかというご質

問でございますが、これにつきましては平成２６年３月の定例会の一般質問

で、本町の特産品に川棚ブランドとしての認証制度を設け、販売の活性化に

つなげていくようにできないかとのご提言をいただいておりまして、それに

対しまして特産品の認証制度は生産者との協議も必要でありますが、特産品

の売上増につながることが期待されますので、長崎県ブランド農産加工品認

定制度の活用をしたり、長崎和牛、出島ばらいろ、雲仙地域の雲仙ブランド

などの参考を例にしながら制度の構築に向けて検討していきたいと、このよ
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うに答弁をしておりましたが、現時点では完全に構築にはまだ至っておりま

せん。現在は長崎県ブランド農産加工品長崎四季畑につくも食品株式会社が

製造した小串トマトドレッシングが認証されております。また、小串トマト

の４キロ箱に川棚産ステッカーとゴム印を押しており、平成２８年度には１

キログラム入りの緑色の化粧箱を作成し、糖度８度以上のトマトを入れて売

り出しており、その箱にも川棚産としっかりと明記をいたしております。ま

た、木場地区棚田保全協議会では、平成２７年度から棚田米のブランド化に

向けた協議が行われております。これは棚田米パッケージを作成して売り出

すもので、米の品質を統一するため、７つの農家より持ち寄った棚田米を試

食して風味や味を審査し、１位だった農家の栽培管理に統一した水稲栽培基

準を作成して、そして平成２９年度、今年度より数戸の農家で取り組んでい

るところであります。また、長崎和牛につきましては、地域団体商標制度、

特許庁に地域ブランドとして全農長崎が商標登録してブランド和牛として売

り出しているところであります。このことにより、川棚町の農業生産額は

年々上昇しているところであります。川棚町ブランド認証はこれを後押しす

るものでなければなりませんので、販売者である農協や購買者である市場、

生産者及び関係機関と効果等検証しながら、ブランド認証の構築に向けた協

議を今、行っているところであります。 

  次に５番のエコファーマーの育成、認定はどのように進めているかとのご

質問ですが、エコファーマーは１土作り、２化学肥料低減、３化学農薬低減

に一体的に取り組む計画を長崎県知事が認定した農業者であります。現在本

町ではエコファーマーはいませんが、環境への負荷が少ない農業の実施につ

いては農事組合法人中山が取り組まれております。環境保全型農業直接支払

交付金で支援が行われるもので、同事業ではエコファーマー取得が要件と

なっておりますが、中山は共同経理による例外適用で取得を免除されており

ます。また、長崎県は現在エコファーマーよりも農業生産工程管理ＧＡＰ、

これはギャップというふうに読むわけでありますけれども、この農業生産工

程管理を推進しているところであります。これは農業者自らが農作業の点検

項目を決定し、点検項目にしたがい記録し、また記録を点検・強化し、改善

点を見出し、更に次回の作付けに活用するという一連の管理のことでありま

す。したがいまして、今後はエコファーマー育成よりも農業生産工程管理の
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推進に努めるべきだと、このように認識をいたしております。 

  ⑥の水田農業を活性化させる施策はということでありますが、議員がおっ

しゃるとおり、水田農業は大変厳しいものがあるようでございます。現在本

町の五反田地区では圃場の大区画化とポンプパイプラインの更新を契機とし

て、若手の担い手２名に農地の集積を行っていただいております。中山地区

においては、法人化して米・麦・大豆の作付けに加え、繁殖農家と契約をし

て、飼料作物の作付けに取り組んでいただいております。平成３０年度より

減反廃止で米の個別補償がなくなるため、市場用米や販売目的の野菜等の推

進を行う必要があるようであります。今後、高齢化による農業の離農が増え

る可能性がありますので、農地中間管理事業による集積を更に推進する必要

があると、このように考えております。農業の生産条件が不利な中山間地に

つきましては、中山間直接支払交付金による直接支払と共同での維持管理

や、多面的機能支払交付金を活用した地域資源、いわゆる農地水路、農道等

の質的向上を図る活動を支援して遊休農地を増やさない取り組みを行う必要

があると思っております。これらを行政として、総合的に支援をし、今後と

も水田農業の活性化を図ってまいりたいと、このように考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 最初に、排水の悪い水田地区の暗渠排水工事の推進というこ

とで、これは実行組合単位でたぶん要望があったんだろうと思いますけ

ど、なかなか集まってすぐそこをしようとかっていう話がなかなかできて

こないのが現状でございます。そしてこの２２年、２５年度にあった時点

でまだ何とか借りた人が作られておったわけですけど、やはり奥の排水が

悪い、それから、要するに排水が悪いため深い。そうすると機械がなかな

か入って行くのが難しいということで、どうしても返さないといけないと

いうことでですね、あとは管理をするのは地主さんが管理を、草刈りとか

そういったことをしなくちゃいけないわけですね。そうするとやっぱり１

筆、２筆ぐらいの暗渠工事はあるんですけど、やはりこの工事をするとな

るとやはり何ヘクタールかまとまった地域のことをしないと、たぶん補助

的なものが出ないと思うんですね。だいたい区画というのが、要件を満た

すのがどのくらいの面積が要件を満たすのかですね、そこのところをお願
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いします。 

議 長 町長。 

町    長 暗渠排水対策工事の要件を満たす面積については、担当課長

から答弁をさせます。 

議 長 農林水産課長。 

農林水産課長 それではご質問にお答えいたします。農業基盤整備促進事業

では、面積要件はですね、今ありませんけれども、事業費が２００万円以

上。１地区ですね。受益戸数が２戸。国の補助率は５５％ということにな

ります。その面積が５ヘクタール以上になった場合に県の上乗せの補助金

が１５％付くというふうなことになります。以上です。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 わかりました。２戸以上で、面積の要件はないということ

で、それで５ヘクタール以上になると上乗せして１５％。そうするとです

ね、その地区に５、６人いて、例えば要件を満たすようであればすぐでき

るということですよね。はい、わかりました。 

  同じく、パイプラインの設置も同じだろうと思うんですけど、そこも同じ

ぐらいの面積でしょうか。それと、この補助率も一緒でしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 担当課長に答弁させます。 

議 長 農林水産課長。 

農林水産課長 それではお答えいたします。事業名が農地耕作条件改善事業

ということです。事業費が２００万円以上で、受益戸数は２戸以上です。事

業名により要件が一部変わったりもします。国費は１０アールあたり定額で

１０万から２０万円及び定率補助の５５％。県の上乗せについては同じく５

ヘクタール以上で県費１５％という形になっております。それと、地元負担

金ですけれども、補助が３０％というふうにしております。以上です。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 そういうことであればですね、やはりこの暗渠工事を行うこ

とによって、やはりあとからの水田農業に関係してくると思うんですけ

ど、耕作をする人が増えてくるんじゃないかと思うわけですよね、やはり

排水が悪いとなると裏作もできませんし、それから水田を、稲作を作るに
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してもやはりそういう深いところがあると、なかなかできないという面が

ありますのでですね、やはり暗渠工事辺りを、暗渠工事やパイプラインの

推進をですね、やはり実行組合を通して皆さんに周知をしていただいて、

してもらいたいと思います。 

  ③のですね、就農希望者の発掘及び受け入れ態勢ということで、新規就農

センター辺りで年に２０名ですか、１年間の研修をされるということです

けど、本町、これは独自で、例えば他所の町辺りで行ってますけど、農業

塾とか、あるいは女性農業者、俗に言う農女というふうな格好でよくマス

コミ辺りで取り上げておられますけど、そういったところの設置といいま

すかね、そういうことをするような育成方法と言いますか、町としての考

えはございませんか。 

議 長 町長。 

町    長 現在、先程も言いましたように、農業地域就農センター等で

そういった事業を行っておりますので、町独自で今、議員がおっしゃった

農業塾であるとか、あるいは農女という女性の農業者を増やすというそう

いったことの具体的な取り組みは考えておりません。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 全部新規就農センターみたいな格好のところに全部お願いし

てますからということで、町としては何も考えていないというのもちょっ

とどうかなと思いますけど、やはり担当課とか、あるいはＪＡとか、ある

いは行政と一体となって、やはりそういったことを考えていくべきじゃな

いかと思います。やはり何らかのアクションを示さないと、ただ県とかあ

るいは県央の方でしているからそっちの方でお願いしますでは、いつまで

たっても川棚町で農業をしていこうという人がいないのじゃないかと思い

ますけど、その辺はどうでしょう。 

議 長 町長。 

町    長 お答えします。やはり行政を運営していくにあたっては、そ

の市町村独自のいわゆる背景というのがあるのではないかと思います。例

えば農業者が非常に多くて、農地が広いところについてはそういった施策

に取り組む必要が、他の施策よりも優先するかもしれません。しかし、川

棚町においては現在農業出荷額も多くなっておりまして、平成２７年度よ
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りも平成２８年度は農業所得が増えてきております。そういった状況であ

りますので、これまで本町で施策として展開してきたことは成果が上がっ

ているんじゃないかと、このように思っておりますので、今、具体的に

おっしゃったことについては当面考えてはおりません。以上でございま

す。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 次、４番目です。ブランド認証制度の構築ですけど、以前２

６年に特産品の関係でちょっと質問をしたことでしたけど、県のブランド

で四季畑が加工品でありますけど、あれは加工品だけのブランドですよ

ね、四季畑は。そういう中で普通の農産物のブランドというのはなかなか

難しいと思うんですよね。遠くにある夕張メロンとか、そういった特殊な

ものはそこだけで、一大産地を築いているようなところだったらそういっ

たブランドができるんですけど、本町で言いますと小串トマトが一番の今

のブランドになっております。それから長崎和牛は一応ブランドでありま

す。ただ、先程町長の答弁の中にもありましたように、長崎地区の方で長

崎ばらいろというふうなブランド名で同じ長崎和牛を出荷されておりま

す。そういった中で、川棚町もそういった何かいいネーミングを考えてで

すね、そういった中で小串トマトなら小串トマトのブランド、あるいは長

崎和牛なら長崎和牛のブランドというのを考えてもいいんじゃないかと思

います。ただ、先程町長の答弁の中に、ドレッシングの中に川棚産とか、

それから小串トマトのあれも川棚産という表示がありますので、それが一

応認証的な要素になっているのかなってちょっと思いましたけど、別の意

味でやっぱりそういった認証制度といいますかね、こう考えてもいいん

じゃないかと思います。ただ、これもその小串トマトという１つの組合で

の話であって、これを個々の農家の中でいいものを作った人に対してのブ

ランドというのは考えられませんか。 

議 長 町長。 

町    長 お答えします。お答えしますというよりも、お答えにならな

いかもしれませんけど、実は私も堀田議員と同じく、ぜひ川棚町の特産品

としての認証制度を設けたいと思っております、ただ、その認証制度を設

けるためにはいろんな決まりを作って、もちろん誰が審査するかという問
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題もありまして、具体的には構築できておりません。そこで、それが確立

できるまではせめてこの農産物は川棚町の特産品であるという、川棚産と

いうものを明示をするようにというふうに担当の方にも指導いたしまし

て、現在いくつかの物にはわざわざ川棚産ですよというシールを貼るよう

にいたしております。これはあくまでも認証制度ではありませんで、単な

る宣伝をしているだけの話であります。そういった状況でぜひ認証制度を

ですね、できるようにしていきたいと思います。農産物ではなく、例えば

海産物の大村湾ナマコにつきましても、これは袋自体が川棚産大村湾ナマ

コと書いてありますので、これは十分周知ができているんじゃないかと思

います。ただ、最後にその個人の作った農産物をというところがわかりま

せんでしたので、再度質問をお願いします。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 個人の農家というのは、たぶんいろいろな作物の中で優秀な

成績辺りを出しながら、個人的にいい品物を作っている方がいらっしゃる

わけですね。そういった中での、例えば小串トマトを例にとると、小串ト

マトというブランドはあるんですけど、個々の農家の人がいいものを作っ

ている。そういう人に対しても認定をする、あるいはミカンあたりでもそ

うですけど、ミカンもいい品質のものを作っていらっしゃる方にはそう

いった認定をする。あるいは例えば和牛でもＡ５ランクで１２ぐらいの成

績をずっと毎回、品質を落とさずに生産をされている方に対してのそう

いった認定をするということです。 

議 長 町長。 

町    長 まだよく理解できません。その個人の農家で優秀な成績を上

げた者、例えば小串トマトであれば糖度いくら以上とか、あるいは和牛で

あればサシがいくら以上とかね、そういったものがあるんだろうと思いま

す。それを誰が審査するか。そういった審査制度を設けないと認証制度と

いうのはできないわけですね。そこで今引っかかっておりますので、今議

員がおっしゃっているようなことについては当然対応はできません。以上

でございます。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 まず最初、そういった認定要綱辺りを作らないと無理かなと
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思いますけど。 

次のエコファーマーの件ですけど、これは今、町長の説明では中山の方

で集団的なことでエコファーマーといいますかね、そういう中で認定をさ

れているようでございますけど、自然環境に対する負荷の少ない農業を営

むということで、農薬を有機にするとか、あるいはいろいろな方策はある

かと思いますけど、これもたぶん認定要綱があると思うんですね。そう

いった中で川棚町としてのそういった認定要綱というのは作成はたぶんし

てなかったんだろうと思いますけど、そういったその認定要綱というのは

存在はするものですか。 

議 長 町長。 

町    長 お答えします。エコファーマー、いわゆる環境保全型農業に

つきましては、国の方で制度を作って交付金が交付をされております。そ

れを活用して法人中山が現在取り組まれております。この法人中山につき

ましては、法人ということで通常の個人の農業等に求められる要件という

のはないようであります。そして先程言いましたように、現在エコファー

マーの育成を取り組むよりも、農業生産工程管理、いわゆるＧＡＰを推進

を県がしておりますので、そういう方向で町も取り組む必要があるのでは

ないかというふうに考えておりまして、エコファーマーについてそういっ

た今現在、要綱もありませんし、今後も作る計画はありません。以上でご

ざいます。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 次に６番目に行きます。水田農業辺りは大変厳しいものがあ

るわけでございますけど、確かに東部地域みたいにある程度区画整理をさ

れた水田が広まっているところは裏作とか、いろいろなことができるわけ

ですね。ただ、中山間地域になると耕地が狭い関係でなかなか耕畜連携と

か、あるいは大豆を一括してするとか、小麦を作ろうとかというのがなか

なか難しい面があります。やっぱりその中で、今から水田農業をどうして

いくのかっていうのがちょっと難しい問題だろうと思いますけど、私も農

業をしてまして、なかなか大変でございます。それで、確かに大麦とか小

麦、大麦ですかね、大麦辺りを作るとある程度の収量があると結構なお金

になるような話を聞いてますけど、そういった地区がないわけですね、川
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棚はもう、五反田地区、それから中山地区、岩立くらいまでしかそういっ

た裏作辺りをしていこうというのがなかなかありません。それで、ちょっ

と新聞記事を見たんですけど、大麦の栽培が用途ではビール用で７０％、

それから焼酎用で１９％ですね。あとは押し麦にして麦味噌の用途が大麦

でございます。ただ、これに最近餅麦というふうな大麦の品種がございま

す。もち麦というのは押し麦に加工をせずに、そのままの状態で米と混ぜ

て炊くという品物です。もちもちしていて、粘りがあって食感が良くて、

冷めてもおいしいということで、朝食でパンを食べていらっしゃる方がそ

ちらの方に米を混ぜてですね、麦ご飯に変えたという家庭もあって、米の

消費拡大につながるのではないかというふうに言われております。そう

いった中で、今、川棚町は小麦の生産をされておりますけど、これを大麦

に変えてそういったアピールをするような方策辺りはできないんでしょう

か。 

議 長 町長。 

町    長 お答えします。もち麦ということは私は全く知識がありませ

んので、今の質問に対して答えることができません。もち麦で何で米の消

費拡大になるのかなと、ちょっと想像がつかないんです。もし何かわかっ

ていれば担当課長の方で答弁させます。 

議 長 農林水産課長。 

農林水産課長 お答えいたします。今、私の方もですね、もち麦というとこ

ろのですね、情報を持っておりません。申し訳ありません。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 すみません、新聞の切り抜きで慌てて知って、これがいいん

じゃないかと思ってちょっと提案したわけです。ほとんどの大麦が輸入中

心なんですね、それで、このもち麦というのはもち性大麦といいまして、

もちのような食感がございます。普通の大麦の場合は、押しつぶして加工

をしてから麦ご飯として米に混ぜて炊くわけですね、しかし、このもち麦

というのは、そのままの状態で米と一緒に炊飯をして麦ご飯ということで

おいしいんだそうです。そういうことで、こういったものを推進をしてい

けばいくらかの売上増につながっていくんじゃないかと思いますけど、た

だ、それを生産する地域があるかどうかですね。その辺がちょっと課題に
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なってくるかと思いますけど。そういうものです。 

議 長 町長。 

町    長 もち米のような食感がある小麦ということですね。大麦です

ね。はい、わかりました。なぜその栽培を推進することによって米の消費

拡大につながるんですか。そこら辺をもう一度ご質問をお願いします。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 麦ご飯としてですね、米の中に、普通米だけで炊き、白米と

してしますけど、その中にもち麦を入れるわけですね。そうすると、パン

よりもおいしい食感が得られるということで、パン食であったのがご飯の

方に移行をされて、米の消費がつながるというふうな考え方です。 

議 長 町長。 

町    長 わかりました。もち麦が食感がいいということで、それがも

ち麦の消費拡大にはつながりますけど、米の消費拡大につながるとは私は

あまり思いません。だから、答弁のしようがありません。以上でございま

す。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 そうですね、私としてはパン食の方が朝食辺りを食べると、

今までパン食であった方が日本全国でそういった米の方に、麦ご飯の方に

ちょっとでも変えていただければいくらかの消費の拡大につながるんじゃ

ないかと思ったわけですね。だからですね、ただの白米、要するに健康志

向が今あるわけですね。そうすると、やはり大麦辺りを食べると健康にい

いとか、ダイエット効果があるとか、そういったことが言われているわけ

ですね。確かに昔の、私達の小さい頃は麦ご飯を食べていましたけど、お

いしくありませんでした。しかし、今のこういったもち性大麦というの

は、大変食感がいいんだそうです。 

議    長 堀田議員、議論のかみ合う質問をしてください。 

６ 番 堀 田 はい、わかりました。じゃあ、その話はちょっと終わりま

す。やはりこの水田農業はですね、裏作をして、本当の稲を作って裏作を

して農家の手取りが増えてくるわけですね。そうすると、やはり今、大面

積を作っていらっしゃる方は、ＷＣＳって飼料用米にほとんどの方が変え

られております。そういう中で、あれが１０アールあたり８万円の補助金
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が出ます。やはりそれを皆さんがしていけばいいんですけど、それを回収

する、やはり繁殖牛の方がいらっしゃらないとなかなか進んで行かないわ

けですね、そうするとやっぱり米の直接支払交付金も平成３０年には終わ

りになります。そうすると収入もいくらかやっぱり減少をしてまいりま

す。それでやっぱり本町で何らかの対策を考えてくださいといっても、最

終的に助成金になるわけですけど、なかなか本町の財政状況は厳しゅうご

ざいます。そういった中で助成金を、何らかの方法で助成金を出すという

検討はされたんでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 お答えします。議員がおっしゃったように、まず表作に水稲

栽培をして、そして裏作に麦とか大豆とかそういったものを作ると。それ

によって農家は収益が上がるんだと。ここまではわかるんですね。ここま

ではわかります。しかし、その後の繁殖牛農家がいなければそれもできま

せんしというようなご発言、それからその後のことについては全く理解が

できません。それで、検討されたんですかということに対しても、そう

いった検討はしておりません。いわゆる助成制度ですね、はしておりませ

ん。以上でございます。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 飼料米のですね、ＷＣＳって言いますけど、これは繁殖農家

の方がやっぱり中心になって回収をしていただけるわけですね、契約をお

互いがしまして。そして肥育農家の方はやはりそういった青物辺りはあま

り食べさせませんので、あまりこうしないんですけど、繁殖農家の方が

いっぱいいらっしゃるとそういったことがいっぱいできるんですけど、な

かなかやはり広いところを、機械を使いますので、広いところが水田が必

要になるわけですね。だから狭いところで裏作をといっても、なかなかＷ

ＣＳ辺りはなかなかできていかないという現状があるわけですね。やはり

本来ならば農業者としても、儲かる農業をしていかんばいかんだろうとこ

う思っているわけですけど、なかなか儲かる農業というのがなかなか見え

てこないわけですね。だから町として、今から儲かる農業を推進するため

にどういう方策があるのかですね、もし考えてあるようでしたら聞かせて

いただければと思いますけど。 
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議 長 町長。 

町    長 だんだん質問が難しくなりまして、答えることについても苦

慮しております。その中でですね、いわゆる繁殖農家とのいわゆる耕畜連

携、これについては川棚町は肥育農家もたくさんありまして、この耕畜連

携は川棚町の農業振興の鍵だというふうに思っておりますので、そのため

の、いわゆるそれをつなぐ広域農道の、基幹農道の建設についても努力を

しているわけでございます。そういったことで、耕畜連携については積極

的に進めていきたいと思います。そして、再三、議員は農業は儲からない

というふうな話をされておりますが、冒頭申し上げましたように川棚町に

おきましては、これはここ数年長崎県全体で言えることなんですけど、農

業出荷額は確実に増えてきております。川棚町におきましても所得額が昨

年度よりも今年度増加しておりまして、そして、その所得農家もですね、

数が増えてきております。そういった状況でありますので、あんまり農家

は儲からん、儲からんという議員の発言もどうかと思います。以上でござ

います。 

議 長 堀田議員。 

６ 番 堀 田 確かに儲かる人もいらっしゃいます。 

議    長 簡明に願います。 

６ 番 堀 田 そういうことですね。これから本町の農業がですね、いい方

向に行くような施策をお願いいたしまして、私の一般質問を終わります。 

（１５：０１） 

議    長 ここでしばらく休憩をいたします。 

（１５：０１） 

（…休  憩…） 

（１５：１０） 

議    長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

議    長 次に、髙以良壽人議員。 

１０番髙以良 議席番号１０番、髙以良です。戦争遺構の観光資源としての

活用について及び特攻艇「震洋」復元模型の保管・展示についての２問に

ついて質問をいたします。 

申し訳ありませんが質問に入ります前にですね、通告文の中の字句の訂正
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をさせていただきたいと思います。１３ページの１問目の②のところです

が、②の２行目、最初の方に「戦争遺構」の部分がありますが、ここを「戦

争遺跡」ということに訂正をお願いします。それから同じくこの項目の下か

ら３行目、右の方に同じく「戦争遺構」というのがありますが、ここを「戦

争遺跡」ということで訂正をお願いをいたします。 

  それでは１問目の戦争遺構の観光資源としての活用について質問をいたし

ます。町内には、片島の魚雷発射試験場跡、新谷の魚雷艇訓練所跡、石木の

海軍工廠地下トンネル工場跡など、多くの戦争遺構が残されています。これ

までの一般質問でも度々取り上げられていますように、この戦争遺構を平和

教育のための生きた教材として保存・活用していくことはもちろん大事なこ

とでありますが、更に観光資源として捉えて、町の活性化のために有効に活

用していくことも大事なことであると考えます。そこで、観光資源としての

活用に関して次の２点について尋ねます。 

１つ目、旅行会社やバス会社に対して、川棚町内の戦争遺構と佐世保市内

の戦争遺構とを組み合わせた見学コースを設けて、旅行客への紹介や募集な

どをしてもらうよう働きかける考えはないか尋ねます。 

２つ目、町内の戦争遺構については、町のホームページでも紹介されてい

ますが、ホームページ上の「戦争遺跡」の項目に掲載されているのは「特攻

殉国の碑」のみで、その外には「魚雷艇訓練所跡」「海軍資材倉庫」「海軍

工廠跡」「魚雷発射試験場跡」が「観光マップ」の中の「知る・学ぶ」とい

う項目の中に掲載されています。せっかく「戦争遺跡」という項目がありま

すので、「トンネル工場跡」など掲載する戦争遺構の数を増やすとともに、

「戦争遺跡」の中でまとめて見ることができるように掲載の仕方を工夫する

必要があるのではないかと思いますがいかがでしょうか。また、主な戦争遺

構については、静止画のみではなく、動画でも紹介する考えはないか尋ねま

す。 

次に２問目の、特攻艇「震洋」復元模型の保管・展示について質問しま

す。なお、この質問の中で特攻殉国の碑保存会という言葉を使いますが、

この保存会というのは自治会としての新谷郷と同じものでありますので申

し添えておきます。 

町の郷土資料館には、太平洋戦争末期に旧日本海軍が兵器として開発した
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水上特攻艇「震洋」の実物大の復元模型が保管・展示されています。この復

元模型は平成２７年に東京のテレビ局が戦後７０年の企画として番組収録の

ため製作したもので、収録後に特攻殉国の碑保存会に寄贈されたものです

が、保存会が特攻殉国の碑の敷地内に設けている資料館には保管するための

スペースがなかったため、やむを得ず町にお願いをされて、町の郷土資料館

での保管・展示をしていただくことになったという経緯があります。しか

し、特攻殉国の碑保存会としては、町にお願いはしたものの、この復元模型

をぜひ特攻殉国の碑資料館の近くで保管・展示したいとの意向があるようで

あり、また、保存会には外部の皆さんからも、特攻殉国の碑の近くで展示し

た方がいいのではないかとの声も多数寄せられているようであります。保存

会としてはできることなら資料館に隣接する形で保管・展示するための場所

を確保したいとの意向はあるものの、新たに建物を建てるための資金につい

て目途が立たないことなどから、具体的な検討をするまでには至っていない

ようであります。そこで先の大戦において国家の危機を救うため、若くして

特攻艇に身を託し、わが身を顧みずに祖国日本の安泰を願い、愛する家族を

案じながら戦場に散華された隊員の皆さん達を偲ぶ場所として、最もふさわ

しいと思われる特攻殉国の碑の近くでこの「震洋」の復元模型を保管・展示

することとして、そのための建物を建設する費用に対して助成する考えはな

いか尋ねます。以上です。 

議 長 町長。 

町    長 髙以良議員の、戦争遺構の観光資源としての活用についての

ご質問にお答えいたします。町内の戦争遺構につきましては、第５次川棚

町総合計画後期基本計画の４章第３節観光の振興において、魚雷発射試験

場跡など、戦時中の遺構を観光資源として捉え、活用を検討することとし

ているところであります。また、平成２７年度予算審査特別委員会の委員

長報告において、地域づくりの一環として片島公園と大崎観光とリンクし

た取り組みをとのご提言もいただいておりますので、平成２８年度に着手

した「かわたな発見・巡る旅整備プロジェクト事業」において、町内の戦

争遺構や大崎観光などを相互に連携し、地域経済への波及効果を高めるた

め、町内の既存観光施設の磨き上げや、戦争遺構の整備、ボランティアガ

イド育成など、旅行者の受け入れ環境の整備を中心に進めてきているとこ



- 69 - 

ろであります。したがいまして、ご質問の川棚町と佐世保市との戦争遺構

の組み合わせで旅行会社への働きかけをしてはどうかということにつきま

しては、まずは町内の戦争遺構と大崎観光などを連携したコースなどを働

きかけていきたいと、このように考えております。町外の観光施設との連

携につきましては、長崎県や長崎県北観光協議会などにおいて、各市町の

観光施設を連携した、広域周遊観光にかかる取り組みを進めていただいて

いるところでありますので、本町の戦争遺構なども取り上げていただくよ

う、引き続き要望をしていきたいと考えております。 

  続きまして、②の町のホームページに関するご質問についてお答えいたし

ます。ご質問の町のホームページは、川棚町観光ガイドのことと拝察いたし

ますが、内容を確認したところ、議員のご指摘のとおり、トップページの

「戦争遺構」の項目では「特攻殉国の碑」しか表示されず、川棚町の戦争遺

構を紹介するにはいささか内容が不足しているようであります。そのように

私も感じております。つきましては、議員からのご提言を参考に、川棚町観

光ガイドの見直しを今後行っていきたいと考えております。また、川棚町観

光ガイドに動画を掲載することについては、静止画に比べて非常に効果的で

あるというふうに考えておりますが、もととなる動画の作成が課題と考えて

おりますので、今後研究していきたいと考えております。 

  次の、特攻艇「震洋」復元模型の保管・展示についてにつきましては、こ

れは資料館ということでありますので、教育長に答弁をしていただきます。 

以上でございます。 

議 長 教育長。 

教 育 長 「震洋」についてのご質問にお答えします。現在、郷土資料

館に展示されている水上特攻艇「震洋」の実物大の復元模型は、議員も言

われたように、平成２７年に戦後７０年を記念して、株式会社日本テレビ

が復元し、航走の様子を収録後、西海市亀岳の個人宅の庭に置かれてあっ

たものを、川棚町に移送されてきたと聞いています。復元された「震洋」

は設計図をもとに作られ、実物に限りなく近いもので、当時の悲惨な戦争

を伝える資料として、とても貴重であると認識しています。 

川棚町としましても、貴重な資料を保管し、伝えていくことはとても有

意義と考えていますが、保管・展示となると「震洋」は全長５．４メート
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ル、幅が約２メートルあり、展示できる建物となるとかなりの大きさを要

するものと考えます。建設費用につきましても、かなりの額がかかるので

はないかと思われます。財源について、いろいろ研究しているところです

が、今のところ助成の財源が見つかっておらず、厳しい財源状況から町単

独での助成も難しいと考えております。以上で答弁とさせていただきま

す。 

議 長 髙以良議員。 

１０番髙以良 まず１問目ですが、①の方ですが、まずは片島と大崎をリン

クさせたコースなどについての働きかけをしていきたいということだった

と思いますが、これは質問をしていますように、旅行会社とかバス会社に

対しての働きかけをしていきたいということなのか、そこをまず確認をし

たいと思います。 

議 長 町長。 

町    長 具体的に担当課長の方から答弁をさせます。 

議 長 地域政策課長。 

地域政策課長 具体的にどこに宣伝等打っていくかという話でございます

が、旅行会社等にですね、旅行会社にまずは宣伝を打っていきたいという

ふうに考えております。以上でございます。 

議 長 髙以良議員。 

１０番髙以良 旅行会社にしていただくことも結構なことだと思いますが、

バス会社も含めてですね、近くにも民間のバス会社などもありますので、

そこら辺にも話をしていただければ更に働きかけの効果というものも上が

るんじゃないかなと思いますが、そこら辺についての考えはどうなんで

しょう。そこは考えていないということなのかどうか。そこも場合によっ

ては考えていきたいということなのか。そこら辺はどうなんでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 お答えいたします。まずはバス会社に働きかけるという前

に、見学コースをどのように設けるか、そういったことをプランを立てて

からでなければ、バス会社にも働きかけはできないわけでありますので、

議員が質問されているのは、その佐世保市の戦争遺構と川棚町の遺構を組

み合わせた形でのコースを作って、その上にバス会社に働きかけをしては
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どうかというご質問でありますので、先程そういう答弁をしたわけであり

ます。以上でございます。 

議 長 髙以良議員。 

１０番髙以良 私が提案したいと思っているのはですね、コースの設定も含

めて、町の方である程度の案を作ることも必要なんでしょうけども、佐世

保市の遺構も含めたところで旅行会社、あるいはバス会社と協議をしなが

ら川棚町内のコースがこういうものがあるので、佐世保市と組み合わせた

ものを会社の方でも考えてもらうという形での働きかけをした方がいいん

じゃないかなというふうに思って質問しているわけですが、そこについて

はどのようにお考えでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 はい、お答えします。まずバス会社というのも色々ありまし

て、そういった旅行プランを提案するということになりますと、いわゆる

商行為として地元だから地元の旅行会社にというわけにはいかない場合も

ありますけれども、せっかく地元にありますので、そういった資源を活用

するということは、これは有効な手立てであるとこのように思いますの

で、今、議員がご提言されたようなことについては、今後検討していきた

い、このように考えます。以上でございます。 

議 長 髙以良議員。 

１０番髙以良 そういうことでお願いをしたいと思いますが、まず働きかけ

をする場合にですね、例えば見るところということだけで、遺構の場所だ

けを紹介するということではなくて、例えば町内で食事とか休憩ができる

場所とか、お土産を買うことのできる店なども併せて、こういう所もあり

ますというような紹介も含めて働きかけをするということもいいことでは

ないかと思いますが、そこら辺についてはどのようにお考えでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 それは当然のことであります。以上でございます。 

議 長 髙以良議員。 

１０番髙以良 よろしくお願いします。それからですね、通告文には触れて

ないので答えができないと言われればやむを得ませんが、県の観光振興課

が掲載をしています長崎旅ネットというものがあって、旅行のいろんなモ
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デルコースが紹介をされていますけれども、戦争遺構を見て回るような

コースとしては紹介をされているものはないんじゃないかなというふうに

思っています。そこで最初に触れましたけども、通告文では触れていませ

んが、戦争遺構巡りというようなもののコースを設けて、この長崎旅ネッ

トの中で紹介をしてもらうように、県に、これは県に要望とかしていくこ

とはできないかお尋ねします。 

議 長 町長。 

町    長 はい、お答えします。今、長崎県で一番話題になっておりま

すのが、長崎と天草地方の潜伏キリシタンの関連遺産、これを世界遺産に

登録をしようと、そういった動きが盛んに行われております。そういった

中で、川棚町も全く関係ないわけではありませんけれど、意外とそういっ

た協議の中では蚊帳の外であります。しかし、この戦争遺構につきまして

は、長崎県の中でも例えば魚雷発射試験場跡地は防衛遺跡として捉えてあ

ります。したがって、そういった戦争遺構をですね、巡る、そういったメ

ニューを作って紹介するということは、私は川棚町でも必要ですし、長崎

県にとりましてもそういったことは観光振興の１つになるというふうに思

いますので、以前からそういった話は担当部長辺りとは議論をしていると

ころであります。今後も努力をしてまいります。以上でございます。 

議 長 髙以良議員。 

１０番髙以良 次に、ホームページの掲載の工夫については、動画の作成も

含めて研究をしたいということだったと思いますので、これ以上言うこと

はない、質問することはないかと思います。見やすくて興味を持って見て

もらえるようなホームページにしてもらえるようにお願いをしたいと思い

ます。 

  次に、２問目の特攻艇「震洋」復元模型の保管についてということです

が、教育長の答弁では建設には多額の費用がかかると思われるので、現時点

では財源の確保が難しいと判断しているというようなことだったと思いま

す。ただですね、全額を町にお願いができるならそれが一番いいことだと、

地元にとってはいいことだと思うわけですが、保存会の方でもできる部分は

してもいいというふうに考えておられるのではないかなというふうに思いま

す。不足分を、保存会でできない部分を町にお願いをして、町が対応しても
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らえればそれでもいいのかなというふうなことも考えたりしますが、そこら

辺については検討の余地があるのかないのかお尋ねします。 

議 長 教育長。 

教 育 長 教育委員会というかですね、今、公民館の建設または修理に

関しての助成というのは今現在あります。ただ、「震洋」を保管・展示す

るとなると、やっぱり新谷郷の公民館では遠くて、現地での保管・展示と

いうのをお望みだと思いますので、やっぱり公民館の、今ある財源として

は、助成の財源としてはその公民館の助成の方しかないということで、そ

れしか今、教育委員会としてはつけていませんので、そのほかについて

は、助成できないというお答えしかできない。 

議 長 髙以良議員。 

１０番髙以良 現時点での予算については言われることはわかりますが、今

後、来年度以降のことで結構だと思うんですが、予算を確保するというこ

とについての努力をしてもらえる余地があるのかどうか、そこら辺をお尋

ねします。 

議 長 教育長。 

教 育 長 現在のところ考えてはおりません。 

議 長 町長。 

町 長 髙以良議員のおっしゃることはよく私も理解をいたしており

ます。ただ、これはあくまでも保存会の施設でありまして、そして保存会

が今後どのようにしたいと思っていらっしゃるのか、具体的なプロセスが

あって、そして方向性が決まった時点でご相談があれば対応も、それなり

の対応もできると思うんですけど、いきなり議会で何かもし保存会がそう

いったことに取り組めば助成をしますかというようなことを言われても、

それは教育長としては当然ああいう答弁しかできないと思います。もう少

しいわゆる地元、保存会と十分議論をされて、そして計画性を持ってそう

いったご提言をしていただければ大変ありがたいと思います。以上でござ

います。 

議 長 髙以良議員。 

１０番髙以良 町長が言われることもわかります。ただ、検討するにしても

今の保存会の方の力として、町の支援がないことにはちょっと実現の見込
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みが難しいと判断されているんだろうと思います。そこで、まずはそこら

辺を町の方が支援をしていただくと、町の方に支援をしていただくという

ことであれば、今後具体的に検討が進んで行くのではないかなというふう

に思って質問をしたわけですが、今の町長の答弁ではある程度の計画を

練って町に相談をするなら、町としての支援を考えられないことはないと

いうふうに理解をしていいのか、そこをお尋ねします。 

議 長 町長。 

町    長 そうじゃなくして、具体的な保存会の意見調整もなしにいき

なり髙以良議員が財源について町に求めるというのが、そういったことが

どういうことだろうかというふうなことを申し上げておりまして、今から

保存会が議論されて、計画書を作って要望すれば町が対応できると、そう

いった意味の答弁はいたしておりません。そもそも保存会はですね、１つ

残念だったのは、あの今の資料館は本当に立派なものができております。 

その後にこの「震洋」が出てきたものだから、どこに保存しようかという

ことになって、やむなく資料館に保管をしておりますけれども、基本的には

やはり保存会の皆さん方がおっしゃっているようにあそこに、地元にです

ね、あそこの資料館に一体的に置いた方が一番いいと思います。だから、た

だその資料館を作った際にですね、残念ながら行政に一言も相談がなかった

のではないかと思いまして、私もあら、いつの間にか立派な資料館ができて

いるなということで初めて知ったんですけど、あれはいつできたんでしょう

かね。そういうことで、今後については新たな「震洋」の保管場所という新

たな問題が出てまいりましたので、十分保存会がどのように今後していきた

いのか、そういったものの地元での議論が必要ではないでしょうかと、こう

申し上げているわけであります。 

議 長 髙以良議員。 

１０番髙以良 今現在ある資料館についてはですね、平成２４年の４月に完

成をしています。ただ、その時はですね、当初の特攻殉国の碑保存会、西

村さんと言われる方が、事務局をされていた方、おられた当時の保存会の

手持ちの資金もあって、それを使って、若干新谷の負担もいくらかは結果

的に新谷郷の負担もあることはあるんですが、資金的にはそこら辺で対応

ができたということで、それと、いろんな理由で急いで資料館を作らなけ
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ればならない理由があったようで、町に相談する時間的な余裕もなかった

ということからそのまま保存会の方で作られたというような経過になって

いるものと私は理解をしています。町長としても特攻殉国の碑の近くに保

存することが一番いいというふうに思っているというようなことでありま

すので、今後ですね、保存会の方でどういうふうにしていくのかというこ

とは、私の方からも保存会の方に働きかけをしながら話が進めて行くよう

にしてみたいというふうに思っています。 

それから質問ですが、お尋ねですが、そういういろんな話し合いをする時

にですね、これは仮定の話ということになるわけですが、その話し合い、保

存会の方から、話し合いの方に、先程質問もありました地域担当職員にも出

席をしてもらいながら、そういう話を進めたいというような意向があったと

すれば、地域担当職員の派遣とか相談に乗ってもらうということは可能なの

かどうかお尋ねをします。 

議 長 町長。 

町    長 仮定の話でありますので、特に現時点、そういった状況に

なってから判断をしたいと思います。今、それに対してどうこうするとい

う答弁は差し控えたいと思います。 

議 長 髙以良議員。 

１０番髙以良 今日の質問の結果を保存会の方にも伝えてですね、今後のこ

とについて話を進めてもらうように、私の方からも働きかけをしていきた

いと思いますので、相談があった時には町としても最大限の支援をお願い

したいというふうに思います。よろしくお願いします。以上で終わりま

す。 

（１５：４１） 

議    長 次に、小谷龍一郎議員。 

９ 番 小 谷 議席番号９番、小谷龍一郎です。２項目について町長あてに質

問いたします。 

まず１項目目、９月に移設予定のサルビア保育園近辺の道路について質問

いたします。現在、日本ハム工場裏に移設される予定であるサルビア保育園

の工事が行われていますが、近辺の道路幅が狭く、日本ハム工場の社員駐車

場と隣接しているため、送迎時間の事故等の危険性が懸念されております。  
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このことについて、以下の４点をお尋ねします。 

①移設に伴い、事前に安全対策等を検討しているのか。 

②保育園への進入道路は２ヶ所あるが、どちらも町道であり、道幅がそれ

ほど広くないため離合の危険がある。拡幅する考えはないかどうか。 

③日本ハムの社員駐車場と隣接しているため、朝と夕方に子どもの送迎時

間と社員の通勤時間が重なって危険であると思われます。時間帯を区切って

一方通行にするなどの対策は取れないか。 

④ファミリーマート付近に、国道側から歩行者用の踏切がありますが、車

が通れるように拡幅できないか。 

次に、２項目目です。町営住宅の募集について質問いたします。 

現在、町営住宅の募集は年に２、３回に分けて行われているようですが、

居住者の退去時期や、応募者の住居探しの時期はそれぞれであると思われま

す。退去後の修繕・改修の工事等にかかる時間は必要だと思いますが、この

時間と合わせて退去されたあと、随時募集をかけることはできないか。この

２項目についてお尋ねします。 

議    長 ここで時間延長をいたします。 

（１５：４３） 

議 長 町長。 

町    長 小谷議員の質問にお答えします。ただいま２項目に渡って質

問がありましたので、まず、１番目の９月に移設予定のサルビア保育園周

辺の道路についてのご質問にお答えいたします。議員からは４点の質問を

いただきましたので、まず①の移設に伴い事前に安全対策を検討したのか

ということについてでありますが、サルビア保育園の建設計画は川棚町開

発行為指導要綱に該当する計画でありましたので、要綱に基づき関係各課

との意見調整を行っておりますが、道路管理上の安全対策については開発

指導要綱に規定がないことから、事前の検討はいたしておりません。な

お、関係各課の意見には保育園建設について地元住民とのトラブルがない

ように調整を行うこととありましたので、開発協定書の指示書として、保

育園側には指示をしたところであります。 

②の道路拡幅の考えはないかについてでありますが、保育園開園に伴い交

通量がどの程度増加し、危険性が伴うかなど今後の通行状況を確認しなが
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ら、道路の安全管理上必要と判断した場合には、その対策について検討した

いと考えているところであります。 

③の時間帯を区切って一方通行にするなどの対策が取れないかについてで

ありますが、一方通行の規制は、これは公安委員会で設定されるものであり

ます。そこで川棚警察署へ問い合わせたところ、関係する地域住民、企業、

土地所有者などの大方の同意が得られないと規制はできない。また、一方通

行区間は許可による逆走も認められない。緊急車両も規制に従うこととなる

など、その規制には大きな課題があるようでございます。したがいまして、

町として一方通行の規制に関しては公安委員会へ要望することは考えており

ません。 

④のファミリーマート付近に国道側から車が通れるように拡幅はできない

かについてでありますが、議員ご質問の場所は数石踏切と理解をしておりま

すが、国道からの進入に関して踏切の停止線までの距離がわずか３メートル

ぐらいしかありませんので、普通車などは国道から安全に停止できる距離を

確保することができない状況であります。したがいまして、道路の拡幅を含

めた踏切の拡幅については考えておりません。 

次に２番目の町営住宅の募集についてのご質問にお答えいたします。議員

からは随時募集することはできないかとのご質問でありますが、町営住宅の

募集はこれまでも、空き家の状況に応じて年２回から３回随時に募集してき

ているところであり、今後も同様に対応していく考えであります。なお、特

定公共賃貸住宅につきましても、空き家戸数の状況によりますが、随時募集

としているところであります。以上、答弁といたします。 

議 長 小谷議員。 

９ 番 小 谷 答弁いただきましたので、再質問に入らせていただきます。 

１問目のサルビア保育園近辺の件からですけれども、まず、１問目といい

ますか①ですね、安全対策を検討したのかという質問に対して、道路に関し

ては行っていないということでありましたが、毎年小中学校の通学路に関し

ては危険箇所等確認をされて、安全対策をされているかと思いますけれど

も、保育園やこども園の通園路に関してもそのような危険箇所等の検討はさ

れているんでしょうか。 

議 長 町長。 
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町    長 通告にありませんでしたので、私の方では準備をしておりま

せん。保育園の担当課長がもしわかっておれば答弁をさせます。 

議 長 住民福祉課長。 

住民福祉課長 はい、ただいまのご質問についてお答えいたします。保育

所、あるいは認定こども園等の所管としまして、住民福祉課の子育て支援

係の方で所管しておりますが、そのほとんどが登園、退園につきましては

保護者のお迎え等があるかと思いますので、特段通園路というような形で

の点検というようなことは今、現状行っていないところでございます。以

上です。 

議 長 小谷議員。 

９ 番 小 谷 今回、このサルビア保育園近辺の道路を出しましたのは、こ

こが工場の方の社員駐車場と隣接しているということが、まず他の保育園

と違うところでありまして、時間帯が出勤の時間帯と重なるということで

ですね、その時間帯と重なることがありますので、やはり交通量がその時

間帯だけ一気に増えてしまうという可能性が考えられますので、ここを出

させていただきました。他の保育園等でも危険な箇所があるかと思います

けども、今後そのような、この送り迎えというのは確かに今、答弁があり

ましたように、だいたい保護者の車で送り迎えというのが多いですけれど

も、車での事故というのもたびたび耳にすることがあります。ですので、

歩いて行くので危険箇所があるとかだけではなく、やはり車で送り迎えす

るのに関しましても交通事故等危険があるかと思いますので、できればそ

こら辺のチェックもしていただきたいと思いますが、今後の検討課題とし

ては考えていただけないでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 小谷議員の質問の主旨はわかるんですが、例えば町の施設を

町が設置する場合には、いろんなことを考えて計画を立てて設置をしま

す。今回は民間施設が設置されようとしております。ちょっと小谷議員の

姿勢、立場、ちょっとよくわかりませんけど、ご心配されていることはわ

かります。したがって、先程壇上で答弁したように、開発規制の許可をす

る場合の要綱にはそういったものが定めていないので、特段道路のことに

ついては触れておりません。今後新たに設置されて、その後の状況を見て
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そして、どのように対応すればいいのかということに町の立場としてはな

ろうかと思います。したがって、そこに保育園が設置されるので、町が先

に道路を整備しましょうとか、ということには一般的にはならないと。し

たがって、今後どういう利用の形態になるのか、実態を見ながらそれに対

応していきたいとこのように考えております。以上でございます。 

議 長 小谷議員。 

９ 番 小 谷 今後の状況を見ながらということですので、次の②の質問で

すけれども、道路の拡幅というのはやはり難しいと思いますので、先程、

答弁がありましたとおり、これに関しても今後の通行状況を見ながらとい

うことになるかと私も考えておりました。ですので、③の一方通行に関し

てですけれども、先程、答弁がありましたとおりこちらは公安委員会の方

になりますので、所管が警察署等になってくるかと思います。スクール

ゾーンとかの設置の場合、地元の地域と、企業等が絡む場合は企業と、あ

とは警察署と一緒になって協議をしてから決めていくということでなって

いるようですけれども、保育園の方の園長先生等とかともお話をしたんで

すけれども、やはり職員の方や保護者の方とできればどっちか一方の方向

から出入りをするようにせんばいかんといけんかなということで考えては

おられるようです。そこら辺考えておられるようですので、そこら辺の協

議がもしあるかとしたら、やはり地元の行政も混ざって協議をするように

なっているようですので、そこら辺の協議があった場合は一緒に検討課題

として考えていただけるんでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 担当課長に答弁させます。 

議 長 住民福祉課長。 

住民福祉課長 ただいまご質問いただいた件でございますが、２月に地鎮祭

がありまして、現場で園長先生とお話しをする機会がございました。その

折にですね、近隣の工場の方からもいく分、朝の通勤時間の交通に関して

懸念されているような事柄があるというようなことも聞いておりましたの

で、その折にですね、園長先生とお話をさせていただきまして、一方通行

でですね、お迎え、送迎をですね、行うような形で、園としての保護者の

お迎え、送迎のルールをですね、作って周知をしていくようなことはどう
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かというようなお話もしております。そして、地元の方にもですね、お知

らせをして、周知を図るようなことを事前にやはり必要ではないかという

ようなことは話をしたところです。以上でございます。 

議 長 小谷議員。 

９ 番 小 谷 そのような話も出ているようですので、法的に一方通行にし

てしまうというものは確かに難しい部分があるかということでさっき答弁

がありましたけども、スクールゾーン等の看板の設置であったり、そうい

うものが検討できればしていただきたいと、後々設置されてからですね、

してもらえればと思います。 

  次に２問目の方に行かせていただきます。町営住宅の件ですけれども、現

在、空き部屋の募集は随時行われているという答弁でしたけれども、私が

申しております随時というのは、例えば賃貸業者さんでしたら、例えば退

去の日が決まったらですね、すぐ次の入居者の募集をかけて退去したあと

の改修、終わったらすぐ次の方が入るような形なんですけれども、そのよ

うな形が取れないかということでご質問いたしました。このような形は取

れないでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 町の場合は民間と違って、募集をし、そして実態調査をし、

そして選考委員会にかけて入居者を決めるという、そういった事務的な一

定の作業がありますので、議員がおっしゃるような民間の場合と同様に進

めるということは極めて困難ではないかと。そういった中で年３回実施を

しておりますので、それ以上というのは事務的に難しいのではないかとこ

のように思います。以上でございます。 

議 長 小谷議員。 

９ 番 小 谷 事務的な部分と改修工事というのは同時進行しようと思えば

できるかと思うんですけれども、やはり何軒かまとめてということが好ま

しいということで、まとめてという形になるのでしょうか。これは１軒、

１軒というのはやはり難しい手続きなんでしょうか。 

議 長 町長。 

町    長 担当課長に答弁をさせます。それからさっき議員が一番最後

に、一方通行は難しいかもしれないけど、スクールゾーンの看板なども建
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ててもらいたいという話がありましたけど、保育園と学校とは違いますの

で、スクールゾーンの看板は設置することはできません。以上でございま

す。 

議 長 建設課長。 

建 設 課 長 それでは小谷議員の１軒ずつの募集ができないかというご質

問にお答えをいたします。町営住宅はご存じのとおり現在空き戸数に応じ

て随時募集をさせていただいているところでありますが、退去者の状況に

よってその退去日ごとに空き戸数になるわけですけども、まず募集をかけ

る場合には町の広報、あるいはホームページ等でお知らせをしておりま

す。随時空き戸数の情報をリアルタイムに提供するとなりますと、ホーム

ページでの掲載しかできなくなります。そうした時には、ホームページを

見れない方々にとっては募集を知る機会がなくなりますので、不利益をか

けるということになります。そういう考えのもとに、１戸１戸の空き状況

に応じての随時募集というのは現在考えていないということでございま

す。 

議 長 小谷議員。 

９ 番 小 谷 ホームページ等でしか掲載できないということですけども、

広報は毎月出てるわけですし、月単位で区切っての募集というもので考え

ると、広報にも載せることはできると思いますが、その点はどうでしょう

か。 

議 長 町長。 

町    長 建設課長に答弁させます。 

議 長 建設課長。 

建 設 課 長 それではお答えいたします。現在の募集にかかる期間につい

てまずお知らせをしたいと思います。基本的に募集期間が約３週間程度

行っております。その後、実態調査が２週間程度、書類整理に１週間、そ

の後に選考委員会の開催、入居者説明会を経て、修繕期間が約２から３週

間ということで、募集をしてから入居できるまでが約２ヶ月から３ヶ月弱

の期間が現在必要となっております。その意味からしますと、年間３回程

度が事務的にもぎりぎりの募集期間ということになっておりますので、確

かに毎月の募集は可能でありますが、記事掲載の関係もありますので、な
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かなか毎月募集ということは、現在担当としては考えていないところであ

ります。以上です。 

議 長 小谷議員。 

９ 番 小 谷 わかりました。これで質問を終わります。 

（１６：０４） 

議    長 以上をもちまして、本日の日程は全部終了をいたしました。 

本日はこれにて散会といたします。ご起立願います。お疲れ様でした。 

（１６：０４） 
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